
第３回 墨田区国民保護協議会 次第 

 

平成１８年１２月１１日（月） 

午後２時～ 

（区役所１７階第１委員会室） 

 
１ 開会 
 
 
２ 委員の交替 
 
 
３ 会長（墨田区長）あいさつ 
 
 
４ 議事 
（１）墨田区国民保護計画に係るこれまでの経緯及びパブリックコメントの実施

結果について 
 
 
（２）墨田区国民保護計画（素案）の修正について 
 
 
（３）墨田区国民保護計画作成に係る答申について 
 
 
（４）その他 
 
 
５ 閉会 
 

（担当）墨田区地域振興部危機管理担当 

安全支援課安全支援係 

電 話 03（5608）6199 

ＦＡＸ 03（5608）6425 

E ﾒｰﾙ anzensien@city.sumida.lg.jp 

〒130-8640 墨田区吾妻橋 1-23-20 



墨田区国民保護協議会 委員名簿 
（会長 墨田区長 山﨑 昇）                           平成１８年１２月１１日現在 
 区   分 法根拠 員数 機関名 職名 委員氏名 

1 自衛隊 ２号 1 陸上自衛隊第一普通科連隊 本部管理中隊長 杉 谷 史 美 

2 警視庁第七方面本部 本部長 安 藤   薫 

3 本所警察署 署長 岩 崎 光 男 

4 向島警察署 署長 渡 辺 清 一 

5 第五建設事務所 所長 古 川 俊 明 

6 江東治水事務所 所長 森 田 秀 樹 

7 水道局墨田営業所 所長 佐 伯 文 博 

8 下水道局東部第一管理事務所 所長 東 郷  展 

9 

都職員 ３号 8 

交通局新橋駅務管理所 所長 諸 岡 順 一 

10 助役 ４号 1 墨田区 助役 田 中   進 

11 墨田区 教育長 久 保 孝 之 

12 東京消防庁第七消防方面本部 本部長 林   栄太郎 

13 本所消防署 署長 小田桐 行 雄 

14 

教育長・消防長又

は消防吏員 
５号 4 

向島消防署 署長 山 田 一 三 

15 墨田区 収入役 小 嶋 眞一郎 

16 〃  企画経営室長 岡 田   貢 

17 〃  総務部長 坂 田 静 子 

18 〃  区民部長 今 牧   茂 

19 〃  地域振興部長 永 廣   修 

20 〃  危機管理担当部長 藤 田   彰 

21 〃  商工担当部長 小 川 幸 男 

22 〃  新タワー・観光推進担当部長 河 上 俊 郎 

23 〃  環境担当部長 宍 戸   亮 

24 〃  福祉保健部長 横 山 信 雄 

25 〃  高齢者福祉担当部長 松 竹 耕 治 

26 〃  保健衛生担当部長（墨田区保健所長） 西 田 みちよ 

27 〃  都市計画部長 渡 会 順 久 

28 

区職員 ６号 14 

〃  都市整備担当部長 渡 邊 正 雄 

29 本所郵便局 局長 福 田 泰 夫 

30 向島郵便局 局長 松 野 恵 一 

31 首都高速道路㈱ 東東京管理局担当部長 二 宮 節 夫 

32 ㈱ＮＴＴ東日本－東京東 取締役企画総務部長 下 町  強 

33 東京電力㈱ 江東支社長 山 本   浩 

34 東京ガス㈱ 東部支店長 作 田 龍 昭 

35 東日本旅客鉄道㈱ 両国駅長 山 口 一 男 

36      〃      錦糸町駅長 山 口 幹 男 

37 東武鉄道㈱ 曳舟駅長 時 田 三千夫 

38 京成電鉄㈱ 総務部総務課長 花 形 康 一 

39 

指定公共機関 11 

東京地下鉄㈱ 住吉駅務区長 市 川 寿 夫 

40 (社)東京都トラック協会 墨田支部長 高 田   弘 

41 (社)すみだ医師会 会長 鈴 木  洋 

42 本所歯科医師会 会長 國 松 久 輝 

43 (社)東京都向島歯科医師会 会長 熊 谷 京 一 

44 

指定地方公共機関 

７号 

5 

墨田区薬剤師会 会長 田 口 善 一 

45 本所消防団 団長 平 井 光 吉 

46 向島消防団 団長 沖 山  仁 

47 墨田区議会 議長 田 中  友 

48 緑二丁目町会住民防災組織 会長 日 向   功 

49 

学識経験者 ８号 5 

東向島町会住民防災組織 会長 鎌 倉 徳 之 

（ 敬称略 ） 



 

墨田区国民保護計画作成に係るこれまでの経緯と今後のスケジュール（案） 

 
 
平成１８年 ２月 ７日 第１回国民保護協議会 

            ⇒「国民保護計画作成の基本的考え方」等の審議 
       
      ４月 １日 「国民保護計画作成について」諮問 

   
６月１９日 第１回国民保護協議会幹事会 

            ⇒「国民保護計画作成の基本的考え方」等の協議 
       

８月１４日 

            「国民保護計画」（たたき台）に係る庁内意見照会 

      ８月２１日 

 
      ９月 ７日 第２回国民保護協議会 

            ⇒「国民保護計画」（原案）に係る審議 
  

      ９月 ７日 

            「国民保護計画」（原案）に係る関係機関及び庁内意見照会 

      ９月２０日 

 
      ９月２２日 区議会地域都市委員会において「国民保護計画」（原案）の報告 

 
     １０月１０日 第２回国民保護協議会幹事会 

            ⇒「国民保護計画」（原案）の修正及び（素案）に係る協議 
 
     １０月２１日  

               

     １１月１２日 

 
     １１月２９日 第３回国民保護協議会幹事会 

            ⇒「国民保護計画」（案）に係る協議 
 
     １２月 １日 パブリックコメントで寄せられた意見の概要を区ホームページに掲載 

 
     １２月１１日 第３回国民保護協議会 

            ⇒「国民保護計画」（案）に係る審議 
             「国民保護計画について」答申 
 
     １２月 中旬 都知事への協議 

 
平成１９年 ２月    第４回国民保護協議会 

            ⇒「国民保護計画」（案）に係る都知事協議の報告 
             「国民保護計画」の決定に係る審議 
 
            「国民保護計画」決定 

区議会へ報告 
 
      ３月    区民への公表 

 

 

 

 

「国民保護計画」（素案）に対するパブリック・コメント 
（11 月 1 日～11 月 17 日 コミュニティ懇談会において説明） 



 - 1 - 

墨田区国民保護計画（原案）修正事項一覧 

１ 協議会委員からの意見（Ｈ１８．９．７～２０）に基づく修正 

頁 行 編 章 項番 旧 新 理由 

9 下 3 1 4 1（2） 墨田区内には、荒川、隅田川など

の一級河川が南北に流れ、いわゆる

ゼロメーター地区があるので      

                  

                  

               水門破

壊に対する防御が課題であり、水門

施設等の管理者と連携して警備体制

を強化する必要がある。 

墨田区内には、荒川、隅田川などの

一級河川が南北に流れ、いわゆるゼ

ロメーター地区があり、高潮等によ

る水位上昇時には、堤防や水門閉鎖

により、浸水から護られている。そ

こで、水位上昇時における水門破壊

に対する防御が課題であり、水門管

理者     と連携して警備体制

を強化する必要がある。 

水門が破壊されると、直ちに浸水

被害に至るという印象を与えること

から、誤解のないよう文言を修正す

る。 

〔都江東治水事務所からの意見〕 

→３「区事務局による修正内容」（Ｐ

１２）において、同一箇所の修正事

項有り。 

25 下 14 2 1 第 1.1 ４ 道路、河川、公園、児童遊園等

の障害物の排除に関すること。 

４ 道路、河川、公園、児童遊園等

の整備    に関すること。 

平素からの備えとして「障害物の

排除」という表現は適切ではないこ

とから、文言を修正する。 

〔区都市計画部都市整備担当からの

意見〕 

130 下 3 4 1 2  上下水道、電気、ガス、電話等道

路専用施設の被害が発生した場合に

は、当該施設の管理者に通報する。 

 上下水道、電気、ガス、電話等道

路占用施設の被害が発生した場合に

は、当該施設の管理者に通報する。 

誤字のため修正する。 

〔東京ガス㈱からの意見〕 

130 下 2 4 1 2 緊急のため、そのいとまがない場合

には、               

        直ちに応急の措置

を講じ事後連絡するものとする。 

緊急のため、そのいとまがない場合

には、高度な判断及び技能を必要と

するものを除き、直ちに応急の措置

を講じ事後連絡するものとする。 

道路占用施設には、応急措置に高

度な判断・技能を必要とするものが

あり、それらの措置は専門事業者に

委ねるものとすることから、文言を

修正する。 

〔東京ガス㈱からの意見〕 
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２ 「東京都区市町村国民保護モデル計画」の変更（Ｈ１８．９．２１通知）に基づく修正 

頁 行 編 章 項番 旧 新 理由 

1 下 7 1 1 2 第２編 平素からの備えや予防 第２編 平素からの備え    第２編の記述内容から「平素から

の備え」が適当である。 

24 1 2   第２編 平素からの備えや予防 第２編 平素からの備え    第２編の記述内容から「平素から

の備え」が適当である。 

73 下 1 3 2 3（2） また、直ちに     総務省    

 にその状況を連絡する。 

また、直ちに都を通じて総務省消防

庁にその状況を連絡する。 

伝達経路と総務省の所管を明確に

する。 

76 2 3 3 3 ア また、通信の途絶等により都知事に

対する自衛隊の部隊等の派遣要請の

求めができない場合は、努めて本区

の区域を担当区域とする地方協力本

部長又は区の協議会委員たる隊員を

通じて、陸上自衛隊にあっては本区

の区域を担当区域とする方面総監、

海上自衛隊にあっては本区の区域を

警備区域とする地方総監、航空自衛

隊にあっては本区の区域を担当区域

とする航空方面隊司令官等を介し、

防衛長官に連絡する。 

また、通信の途絶等により都知事に

対する自衛隊の部隊等の派遣要請の

求めができない場合は、努めて東京  
           地方協力本

部長又は区の協議会委員たる隊員を

通じて、陸上自衛隊にあっては東部  
           方面総監、

海上自衛隊にあっては横須賀       

       地方総監、航空自衛

隊にあっては防空指揮群司令        

            を介し、

防衛長官に連絡する。 

都内を管轄する部隊名を明確にす

る。 

 

 

 

85 14 3 5 第 2.2（5） また、区長は、直ちに、その内容

を区の他の執行機関、区内の消防署

長、警察署長、海上保安部長等（海

上保安監部、海上保安部、海上保安

航空基地及び海上保安署（これらの

事務所がない場合には、管区海上保

安本部）の長をいう。以下同じ。）及

び自衛隊  地方協力本部長並びに

また、区長は、直ちに、その内容

を区の他の執行機関、区内の消防署

長、警察署長、海上保安部長等（海

上保安監部、海上保安部、海上保安

航空基地及び海上保安署（これらの

事務所がない場合には、管区海上保

安本部）の長をいう。以下同じ。）及

び自衛隊東京地方協力本部長並びに

都内を管轄する部隊名を明確にす

る。 
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その他の関係機関に通知する。 その他の関係機関に通知する。 

38 

105 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 

図 

2 

3 

1 

7 

第 4.3 

 

  負傷者及び死亡者の安否確認をす

るに当たっての情報量等を考慮し、

安否情報の収集元について、その記

載順位を改める。 

 

 

 

日本赤十字社の業務について、国

民保護法に規定する文言に改める。 

区は、避難住民の誘導の際又は避

難所等において、避難住民等から任

意で収集した情報のほか、住民基本

台帳、外国人登録原票など区が平素

から行政事務の円滑な遂行のために

保有する情報を参考に、避難者名簿

を作成する等により安否情報の収集

を行う。 
また、区は、あらかじめ把握して

ある医療機関、諸学校、大規模事業

所など安否情報を保有している関係

機関に対し、安否情報の収集につい

ての協力を求める。 

区は、避難住民や負傷又は死亡し

た住民の安否情報を、避難住民や医

療機関などの関係機関から、収集す

る。                
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  

武力攻撃事態等における安否情報

の報告方法並びに安否情報の照会及

び回答の手続その他の必要な事項を

定める省令（安否情報省令）の一部

改正により、安否情報の収集につい

ては、原則として、本人同意に基づ

き、同省令に定める様式により行う

こととされた。また、関係機関に対

する安否情報収集の協力要請につい

ては、（２）において記述しているこ

とから、文言を削る。 

 

 

105 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下 19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1（1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜収集の役割分担＞ 
・区…区管理の避難施設、区の施設

（学校等）、区域内の大規模事業

＜収集の役割分担＞ 
・区…区管理の避難施設、区の施設

（学校等）、区域内の医療機関、警

負傷者及び死亡者の安否確認をす

るに当たっての情報量等を考慮し、

安否情報の収集元について、その記

○ 区管理の避難施設 
○ 大規模事業所、医療機関、 
 諸学校、警察署、消防署等 

○ 都管理の避難施設 
○ 都管理の学校、病院等 
○ 警視庁・東京消防庁 

日本赤十字社東京都支部 
外国人の安否情報の収
集・提供 
 

○ 区管理の避難施設 
○ 医療機関、警察署、消防
署、大規模事業所、諸学校等 

○ 都管理の避難施設 
○ 都管理の病院、学校等 
○ 警視庁・東京消防庁 

日本赤十字社東京都支部 
外国人の安否情報の収
集・回答 
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     所、医療機関、諸学校、警察署、消

防署等 
・都…都管理の避難施設、都の施設

（学校・病院）、警視庁、東京消防

庁等 

察署、消防署、大規模事業所、諸学

校  等 
・都…都管理の避難施設、都の施設

（病院・学校）、警視庁、東京消防

庁等 

載順位を改める。 

106 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

1(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

区は、安否情報を保有する指定公

共機関、指定地方公共機関及び医療

機関等の関係機関に対し、必要な範

囲において   、安否情報の提供へ 
   の協力を行うよう要請する場

合は、当該協力は各機関の業務の範

囲内で行われるものであり、当該協

力は各機関の自主的な判断に基づく

ものであることに留意する。 

区は、安否情報を保有する指定公

共機関、指定地方公共機関及び医療

機関等の関係機関に対し       
        、安否情報の収集に

ついての協力を行うよう要請する場

合は、当該協力は各機関の業務の範

囲内で行われるものであり、当該協

力は各機関の自主的な判断に基づく

ものであることに留意する。 

指定公共機関、指定地方公共機関

及び医療機関等の関係機関は、区が

行う安否情報の「収集」に協力する

こととされていることから、文言を

改める。 

 

 

 

 

106 

 

 

12 

 

3 

 

7 

 

2 

 

 

区は、都への報告に当たっては、

原則として、安否情報省令に定める

様式第３号に必要事項を記載した書

面（電磁的記録を含む。）を、電子メ

ール等で都に送付する。ただし、事

態が急迫して      これらの

方法によることができない場合は、

口頭や電話などでの報告を行う。 

区は、都への報告に当たっては、

原則として、安否情報省令に定める

様式第３号に必要事項を記載した書

面（電磁的記録を含む。）により   
    都に送付する。ただし、事

態が急迫している場合などこれらの

方法によることができない場合は、

口頭や電話などでの報告を行う。 

都への送付方法について、電子メ

ールの使用の可否が不明であること

等から、文言を改める。 

106 17 3 7 3（1）ア 区は、安否情報の照会窓口、電

話・ＦＡＸ番号、メールアドレスに

ついて、区対策本部を設置すると同

時に住民に周知する。 

区は、安否情報の照会窓口や照会方

法              に

ついて、区対策本部を設置すると同

時に住民に周知する。 

照会窓口への連絡手段が不明であ

ること、また、照会方法についても

周知する必要があることから、文言

を改める。 

106 19 3 7 3（1）イ 住民からの安否情報の照会につい 住民からの安否情報の照会につい 「（2）照会者の本人確認」を独立
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ては、原則として区対策本部に設置

する対応窓口に、安否情報省令に定

める様式第４号に必要事項を記載し

た書面を   提出することにより

受け付ける。なお、安否情報の照会

に当たっては、本人確認等を行うた

め、照会者に対し、本人であること

を証明する書類（運転免許証、健康

保険の被保険証、外国人登録証明

書、住民基本台帳カード等）を照会

窓口において提出又は提示させるこ

ととする。ただし、                 

                   
安否情報の照会を緊急に行う必要が

ある場合や照会をしようとする者が

遠隔地に居住している場合など、書

面の提出によることができない場合

は、照会者の住所、氏名、生年月日

及び性別（以下「４情報という。」）

について、照会者の住所地市町村が

保有する住民基本台帳と照合するこ

とにより本人確認を行ったうえで、

口頭や電話、電子メールなどでの照

会も受け付ける。 
上記の場合において、区は、安否

情報省令に基づき、照会者の本人確

認を行うため、照会者の住所地市町

村に問い合わせることにより、４情

ては、原則として          
        安否情報省令に定

める様式第４号に必要事項を記載し

た書面を窓口に提出することにより

受け付ける。            

                   
                   
                   
                   
                   
                  
     ただし、照会をしようと

する者（以下「照会者」という。）が

安否情報の照会を緊急に行う必要が

ある場合や             
遠隔地に居住している場合など、書

面の提出によることができない場合

は、                
                  
                  
                  
                  
口頭や電話、電子メールなどでの照

会も受け付ける。 
                  
                  
                  
                  

した項とするなど、文言を整理す

る。 
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報の照会を行うこととする。 
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
               
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  

                  

(2) 照会者の本人確認 

ア 区は、窓口において安否情報の

照会を受け付ける際には、照会者

の本人確認を行うため、本人であ

ることを証する書類（運転免許

証、健康保険の被保険証、外国人

登録証明書、住民基本台帳カード

等）を窓口において提出又は提示

させる。 
イ 区は、口頭や電話、電子メール

などによる安否情報の照会で、本

人であることを証する書類を提出

又は提示させることができない場

合は、照会者の住所、氏名、生年

月日及び性別（以下「４情報とい

う。」）について、住民基本台帳と

照合することにより本人確認を行

う。 
なお、照会者が他区市町村に住

所を有する場合は、安否情報省令

第３条第３項に基づき、当該区市

町村に問い合わせることにより４

情報を照会し、本人確認を行う。 
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106 下 6 

 

 

3 7 3（2） (2) 安否情報の回答 

ア 区は、当該照会に係る者の安否

情報を保有及び整理している場合

には、安否情報の照会を行う者の

身分証明書により本人確認等を行

うこと等により、当該照会が不当

な目的によるものではなく、ま

た、照会に対する回答により知り

得た事項を不当な目的に使用され

るおそれがないと認めるときは、

安否情報省令に定める様式第５号

により、当該照会に係る者が避難

住民に該当するか否か及び武力攻

撃災害により死亡し、又は負傷し

ているか否かの別を回答する。 
イ 区は、照会に係る者の同意が

あるとき又は公益上特に必要があ

ると認めるときは、照会をしよう

とする者が必要とする安否情報に

応じ、必要と考えられる安否情報

項目を             様式第

５号により回答する。 

(3) 安否情報の回答 

ア 区は、当該照会に係る者の安否

情報を保有及び整理している場合

には、(2)により本人確認を行った

うえで              
        、当該照会が不当

な目的によるものではなく、ま

た、照会に対する回答により知り

得た事項を不当な目的に使用され

るおそれがないと認めるときは、

安否情報省令に定める様式第５号

により、当該照会に係る者が避難

住民に該当するか否か及び武力攻

撃災害により死亡し、又は負傷し

ているか否かの別を回答する。 
イ 区は、照会に係る者の同意があ

るとき又は公益上特に必要がある

と認めるときは、照会をしようと

する者が必要とする安否情報に応

じ、必要と考えられる安否情報項

目を安否情報省令に定める様式第

５号により回答する。 

文言を整理する。 



 - 8 - 

119 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2（1）

ア 

 

 

 

 

 

 

 

 

毒物及び劇物取締法第２条第１項

の毒物及び同条第２項の劇物（同法

第３条第３項の毒物劇物営業者、同

法第３条の２第１項の特定毒物研究

者並びに当該毒物及び劇物を業務上

取り扱う者が取り扱うものに限る。）

を毒物及び劇物取締法第４条第１項

の登録を受けた者          

      が取り扱うもの（地域保健法

第５条第１項の政令により市又は特

別区が登録の権限を有する場合） 

毒物及び劇物取締法第２条第１項

の毒物及び同条第２項の劇物（同法

第３条第３項の毒物劇物営業者、同

法第３条の２第１項の特定毒物研究

者並びに当該毒物及び劇物を業務上

取り扱う者が取り扱うものに限る。）

を毒物及び劇物取締法第４条第１項

の登録を受けた者（区長が登録を行

うものに限る。）が取り扱うもの       

                  
                 

文言を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

120 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

120 

 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下 3 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

第 3.2（1）

イ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2（2） 

 

（ア） 危険物質等の取扱所の全部又

は一部の使用の一時停止又は制限

（危険物については消防法第１２

条の３、毒物劇物については国民

保護法第１０３条第３項第１号） 
（イ）・（ウ） 〔略〕 
なお、危険物質等に係る武力攻撃

災害の防止に関し、危険物質等のう

ち消防法第２条第７項の危険物につ

いては、東京消防庁が上記の措置を

行う。               
                  
                  
区長は、危険物質等の取扱者に対

し、必要に応じて       警

備の強化を求めるほか、            

(1)                 

（ア） 危険物質等の取扱所の全部又

は一部の使用の一時停止又は制限 
（                
            国民保

護法第１０３条第３項第１号） 
（イ）・（ウ） 〔略〕 

なお、危険物質等のうち、国民保

護法施行令第２９条の規定に基づき

消防本部等所在市町村の長が行うこ

ととされている、消防法第２条第７

項の危険物に係る上記（イ）及び

（ウ）の措置については、東京消防

庁が行う。 
区長は、危険物質等の取扱者に対

し、必要があると認めるときは、警

備の強化を求める。また、区長は、

(1)イに掲げる（ア）から（ウ）まで

文言を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言を整理する。 
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の措置を講ずるために必要があると

認める場合は、危険物質等の取扱者

から危険物質等の管理の状況につい

て報告を求めることができる。 

の措置を講ずるために必要があると

認める場合は、危険物質等の取扱者

から危険物質等の管理の状況につい

て報告を求める      。 
124 下 8 3 9 3 区は、被災情報の収集に当たって

は、                
都（＊）に対し、火災・災害等即報

要領（昭和５９年１０月１５日付け

消防災第２６７号消防庁長官通知）

に基づき、電子メール、ＦＡＸ等に

より直ちに被災情報の第１報を報告

する。 

区は、被災情報の収集に当たって

は、収集した被災情報の第１報を、

都（＊）に対し、下記様式を用いて  
                   
                   
       、電子メール、ＦＡＸ等に

より直ちに         報告

する。 

火災・災害等即報要領は、消防を

所管する市町村が都道府県を通じて

行う報告について定めたものである

ことから、区の消防事務の現状に合

わせて文言を整理する。 

124 下 5 3 9 4 区は、第１報を都に報告した後

も、被災情報の収集に努めるととも

に、収集した情報についてあらかじ

め定めた様式に従い、電子メール、

ＦＡＸ等により都が指定する時間に

都に対し報告する。 

区は、第１報を都に報告した後

も、被災情報の収集に努めるととも

に、収集した情報について、下記様

式を用いて    、電子メール、

ＦＡＸ等により都が指定する時間に

都に対し報告する。 

文言を整理する。 
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125 様式 3 9  【被災情報の報告様式】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【被災情報の報告様式】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人的・物的被害状況の表中、「町

名」の欄を削り、「年月日」を「死亡

年月日」に改める。 

130 14 4 1 1（2） また、復旧措置を講じてもなお障害

がある場合は、他の通信手段により

関係機関との連絡を行うものとし、

直ちに     総務省   にそ

の状況を連絡する。 

また、復旧措置を講じてもなお障害

がある場合は、他の通信手段により

関係機関との連絡を行うものとし、

直ちに都を通じて総務省消防庁にそ

の状況を連絡する。 

伝達経路と総務省の所管を明確に

する。 

136 1 2   第２章 平時における警戒・監視 第２章 平時における警戒    第２章の記述内容から「平時にお

ける警戒」が適当である。 
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138 9 5 3 3（3）ア 区は、都及び必要に応じて派遣さ

れる東京ＤＭＡＴ（＊）・医療救護班

（＊＊）等と連携し、現地において必

要な支援を行う。 

区は、都及び必要に応じて派遣さ

れる         医療救護班

（＊） 等と連携し、現地において必

要な支援を行う。（注（＊）を削る。） 

都と東京ＤＭＡＴとの間で、テロ

対応の内容について、未調整の事項

があるため、当面、東京ＤＭＡＴに

係る記述を削除する。 

140 5 5 4 1（1） 放射性物質保有施設が破壊された

場合は、放射能汚染又は被ばくによ

り、住民等に放射線障害が発生する

とともに、建物・ライフライン等が

長期にわたり機能不全に陥り、社会

活動等に支障を来すおそれがある。 

削除 放射性物質保有施設が破壊される

事態については、国の示した事態類

型に明記されていないため削除す

る。 

 
３ 区事務局による修正 

頁 行 編 章 項番 旧 新 理由 

1 8 1 1 1（1） 墨田区（区長及びその他の執行機

関をいう。以下「区」という。）は、

「武力攻撃事態等における国民の保

護のための措置に関する法律」（平成

１６年法律第１１２号。以下「国民

保護法」という。）により、武力攻撃

事態等において、区民等の生命、身

体及び財産を保護し、区民生活や区

民経済への影響が最小となるよう、

国民の協力を得つつ、他の機関と連

携協力し、自ら国民の保護のための

措置（以下「国民保護措置」とい

う。）を的確かつ迅速に実施し、その

区域において関係機関が実施する国

民保護措置を総合的に推進する責務

墨田区（区長及びその他の執行機

関をいう。以下「区」という。）は、

「武力攻撃事態等における国民の保

護のための措置に関する法律」（平成

１６年法律第１１２号。以下「国民

保護法」という。）により、武力攻撃

事態等において、国民 の生命、身

体及び財産を保護し、国民生活や国

民経済への影響が最小となるよう、

国民の協力を得つつ、他の機関と連

携協力し、自ら国民の保護のための

措置（以下「国民保護措置」とい

う。）を的確かつ迅速に実施し、その

区域において関係機関が実施する国

民保護措置を総合的に推進する責務

 国民保護法上の表現に改める。 
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を有する。 を有する。 
5 図 1 3   

 

 

 

 

 

 

 

 安否情報に係る業務について、国

（対策本部）に「安否情報の収集・

整理」を、都（対策本部）に「安否

情報の収集・整理・報告」を加え

る。 

9 

 

下 3 1 4 1（2） 墨田区内には、荒川、隅田川など

の一級河川が南北に流れ、いわゆる

ゼロメーター地区があるので水門破

壊に対する防御が課題であり、水門

施設等の管理者と連携して警備体制

を強化する必要がある。 

墨田区内には、荒川、隅田川など

の一級河川が南北に流れ、いわゆる

ゼロメートル地帯があるので水門破

壊に対する防御が課題であり、水門

施設等の管理者と連携して警備体制

を強化する必要がある。 

（２）本文中の表現との統一を図

るため、文言を改める。 

→１「協議会委員からの意見に基づ

く修正内容」（Ｐ１）において、同一

箇所の修正事項有り。 

12 10 1 4 3 そして、住民基本台帳と外国人登録

人口でみると、昭和５１年８月には

２５万人を割り、平成１８年４月１

日現在の住民基本台帳では２２７，

２０２人となっている。 

そして、住民基本台帳と外国人登録

人口でみると、昭和５１年８月には

２５万人を割り、平成１８年４月１

日現在     台帳では２３５，

２４６人となっている。 

住民基本台帳と外国人登録人口と

を合算した数値に改める。 

12 19 1 4 3（1） 地域別に見ると東墨田運動場があ

る東墨田地域の人口密度が２１人/ｈ

ａとひときわ少ないが、その他の地

域では１４０人/ｈａ以上と非常に濃

い人口密度となっている。 

地域別に見ると東墨田運動場があ

る東墨田地域の人口密度が２１人/ｈ

ａとひときわ少ないが、その他の地

域では１４０人/ｈａ以上と非常に高

い人口密度となっている。 

適切な表現に改める。 

12 注釈 1 4  墨田･堤通…墨田     、堤通２

丁目、東向島４・５丁目 
八広…八広    、東向島６丁目 
 
東墨田…東墨田     

墨田･堤通…墨田１～５丁目、堤通２

丁目、東向島４・５丁目 
八広…八広１～６丁目、東向島６丁

目 
東墨田…東墨田１～３丁目 

墨田区都市計画マスタープランに

おける地区区分表記に改める。 
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京島･東向島…京島     、堤通

１丁目、東向島１～３丁目、押上

２・３丁目 
立花･文花 〔略〕 
押上･向島…押上１丁目、向島    
   
業平･吾妻橋…業平     、横川 
     、本所     、東駒

形     、吾妻橋      
両国…両国、緑１～３丁目、横網、

亀沢１～３丁目、石原１～３丁目   

         
錦糸…錦糸、緑４丁目、江東橋１～

４丁目、亀沢４丁目、石原４丁目、

太平           
菊川･立川…菊川、立川、千歳    
           、江東橋５

丁目 

京島･東向島…京島１～３丁目、堤通

１丁目、東向島１～３丁目、押上

２・３丁目 
立花･文花 〔略〕  
押上･向島…押上１丁目、向島１～５

丁目 
業平･吾妻橋…業平１～５丁目、横川

１～５丁目、本所１～４丁目、東駒

形１～４丁目、吾妻橋１～３丁目 
両国…横網１・２丁目、石原１～３

丁目、亀沢１～３丁目、両国１～４

丁目、緑１～３丁目 
錦糸…太平１～４丁目、錦糸１～４

丁目、江東橋１～４丁目、緑４丁

目、亀沢４丁目、石原４丁目 
菊川･立川…千歳１～３丁目、立川１

～４丁目、菊川１～3 丁目、江東橋５

丁目 

13 7 1 4 3（2） ちなみに、昭和６０年の構成比はそ

れぞれ１７．５％、７１．６％、１

０．９％であるので、本区の老年 

人口の占める割合が急速に伸びてい

る。 

ちなみに、昭和６０年の構成比はそ

れぞれ１７．５％、７１．６％、１

０．９％であるので、本区の高齢者

人口の占める割合が急速に伸びてい

る。 

適切な表現に改める。 
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17 表 1 4 5（1）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※JR 東日本については、降車人員の統計がな

いため、乗車人員と同数を降車人員とする。 

駅別乗降客数を最新の平成１７年

度のものとする。 

23 表 1 5 3  

 

 

 

事態類型は、武力攻撃事態４類型

及び緊急対処事態４類型のみである

ため、適切な文言に改める。 

43 2 2 1 2（3） （3）事業所 おける訓練への支援等 （3）事業所における訓練への支援等 脱字のため修正する。 

52 

 

8 

 

2 

 

4 

 

1（1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

区は、都及び関係機関と連携しつ

つ、住民、地域の団体、事業者等に

対し、広報誌、パンフレット、ケー

ブルテレビ、ホームページ等の様々

な媒体を活用して、国民保護措置の

重要性について継続的に啓発を行う

とともに、国民保護に関する印刷物

の作成や、住民向けの研修会、講演

会等を実施する。 

区は、都及び関係機関と連携しつ

つ、住民、地域の団体、事業者等に

対し、広報誌、パンフレット、ケー

ブルテレビ、ホームページ等の様々

な媒体を活用して、国民保護措置の

重要性について継続的に啓発を行う

とともに、             
     住民向けの研修会、講演

会等を実施する。 

「国民保護に関する印刷物」が、

前段の「広報誌、パンフレット」と

重複しているため、削る。 

  

事態類型 種 別 
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55 図 3 1 1（1）   危機管理対策本部の本部員に「教

育委員会事務局参事」を加える。 

57 16 3 1 1（5） 「危機管理連絡会議等」      
       を設置した後に政府

において事態認定が行われ、区に対

し区対策本部を設置すべき区の指定

の通知があった場合については、直

ちに「区対策本部」を設置して新た

な体制に移行するとともに、「危機管

理連絡会議等」           
  は廃止する。 

「危機管理連絡会議等」又は「区

災害対策本部」を設置した後に政府

において事態認定が行われ、区に対

し区対策本部を設置すべき区の指定

の通知があった場合については、直

ちに「区対策本部」を設置して新た

な体制に移行するとともに、「危機管

理連絡会議等」又は「区災害対策本

部」は廃止する。 

区国民保護対策本部設置指定前の

初動体制としては「区災害対策本

部」もあることから、追記する。 

58 

 

 

 

 

表 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤植のため修正する。 
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74 7 3 2 4 区長及び水防管理者は、「赤十字標

章等及び特殊標章等に係る事務の運

用に関するガイドライン（平成１７

年８月２日閣副安危第３２１号内閣

官房副長官補（安全保障・危機管理

担当）付け内閣参事官（事態法制企

画担当）通知）に基づき、具体的な

交付要綱を作成した上で 、それぞ

れ以下に示す職員等に対し、特殊標

章等を交付及び使用させる。 

区長及び水防管理者は、「赤十字標

章等及び特殊標章等に係る事務の運

用に関するガイドライン（平成１７

年８月２日閣副安危第３２１号内閣

官房副長官補（安全保障・危機管理

担当）付け内閣参事官（事態法制企

画担当）通知）に基づき平素に作成

しておいた交付要綱により、それぞ

れ以下に示す職員等に対し、特殊標

章等を交付及び使用させる。 

特殊標章等に係る具体的な交付要

綱については、平素において作成し

ておくものであることから、文言を

改める。 

77 注釈 3 3 5（1）注釈 （＊）人命の救助等のために特に緊急を

要する場合、区は直接指定行政機関

等に要請できる。 

削除 本注釈の内容については、同章５

（２）において記述していることか

ら、削除する。 

80 8 3 5 第 1.1（1）

ア 

区は、都から警報の内容の通知を

受けた場合には、災害時優先電話、

防災行政無線、広報車、連絡員、電

子メールその他あらゆる方法によ

り、速やかに区民、関係のある公私

の団体（消防団、住民防災組織、病

院、学校など）に警報の内容を伝達

する。警報の伝達に当たっては、警

察、消防等関係機関の協力を得るも

のとする。 

区は、都から警報の内容の通知を

受けた場合には、あらかじめ定めた

伝達方法（伝達先、手段、伝達順

位）             によ 
り、速やかに住民、関係のある公私

の団体（消防団、住民防災組織、病

院、学校など）に警報の内容を伝達

する。警報の伝達に当たっては、警

察、消防等関係機関の協力を得るも

のとする。 

具体的な伝達方法については、同

章第１の２（１）において記述して

いることから、記述内容を改める。 

81 

 

 

 

9 

 

 

 

3 

 

 

 

5 

 

 

 

第 1.2（1）

ア 

 さらに、携帯電話・パソコンへの

メール配信、広報車の使用、住民防

災組織    による伝達、ケーブ

ルテレビの活用、ホームページの活

さらに、携帯電話・パソコンへの

メール配信、広報車の使用、住民防

災組織・連絡員による伝達、ケーブ

ルテレビの活用、ホームページの活

同章第１の１（１）アにおいて削

った具体的な伝達方法のうち、記載

のなかったものについて、追記す

る。 
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用            などの防

災行政無線による伝達以外の方法も

活用する。 

用、災害時優先電話の使用などの防

災行政無線による伝達以外の方法も

活用する。 

81 15 

 

 

3 

 

 

5 第 1.2（1）

イ（ア） 

また、広報車の使用、住民防災組

織    による伝達、携帯電話・

パソコンへのメール配信、ケーブル

テレビの活用            
 などの防災行政無線による伝達以

外の方法も活用する。 

また、広報車の使用、住民防災組

織・連絡員による伝達、携帯電話・

パソコンへのメール配信、ケーブル

テレビの活用、災害時優先電話の使

用などの防災行政無線による伝達以

外の方法も活用する。 

98 下 1 3 6 4（2）ア ・緊急時において、都からの食品給

与の要請を受けた場合は、防災備蓄

物資を活用する。 

・緊急時において、都からの食品給

与の要請を受けた場合は、  備蓄

物資を活用する。 

「防災」という文言は不要である

ことから、削る。 

100 2 3 6 4 （ 2 ） ウ

（イ） 

（イ）輸送及び集積地 （イ）輸送      集積地については（ウ）に記載し

ているため、「及び集積地」を削る。 

124 下 1 3 9 4 なお、新たに重大な被害が発生し

た場合など、区長が必要と判断した

場合には、直ちに、火災・災害等即

報要領に基づき、都に報告する。 

なお、新たに重大な被害が発生し

た場合など、区長が必要と判断した

場合には、直ちに            

       都に報告する。 

火災・災害等即報要領は、消防を

所管する市町村が都道府県を通じて

行う報告について定めたものである

ことから、区の消防事務の現状に合

わせて文言を整理する。 

129 2 3 11  区は、武力攻撃事態等において

は、水の安定的な供給等を確保する

こと（水道事業を営まない団体にあ

っては「生活基盤等を確保するこ

と」）                

             から、

国民生活の安定に関する措置につい

て、以下のとおり定める。 

区は、武力攻撃事態等において

は、                  

                  

     生活基盤等を確保する必

要があること                

             から、

国民生活の安定に関する措置につい

て、以下のとおり定める。 

本区は水道事業を営んでいないた

め、不要な記述を削る。 
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137 14 5 3 2 区は、第２編第１章に定める    
情報収集体制、危機管理連絡会議体

制又は危機管理対策本部体制を確立

し（＊）、都及び警察・消防・自衛隊

等関係機関との連携協力の下、危機

情報等を把握する。 

区は、第２編第１章に定める危機

情報収集体制、危機管理連絡会議体

制又は危機管理対策本部体制を確立

し（＊）、都及び警察・消防・自衛隊

等関係機関との連携協力の下、危機

情報等を把握する。 

記載漏れにより追記する。 

137 下 8 5 3 2 区は、政府による事態認定前にお

いて、原因不明の緊急事態が発生

し、その被害の態様が災害対策基本

法に規定する災害に該当する場合に

は、区として迅速かつ的確に対処す

るため、区災害対策本部を設置し、

災害対策の仕組みを最大限に活用し

て、対策の検討、総合調整、必要に

応じて避難の指示（＊＊）、警戒区域

（＊＊＊）の設定及び区対策本部の設

置  要請等、緊急対処保護措置に

準じた措置を行う。（＊＊＊＊） 

区は、政府による事態認定前にお

いて、原因不明の緊急事態が発生

し、その被害の態様が災害対策基本

法に規定する災害に該当する場合に

は、区として迅速かつ的確に対処す

るため、区災害対策本部を設置し、

災害対策の仕組みを最大限に活用し

て、対策の検討、総合調整、必要に

応じて避難の指示（＊＊）、警戒区域

（＊＊＊）の設定及び区対策本部の設

置指定要請等、緊急対処保護措置に

準じた措置を行う。（＊＊＊＊） 

国民保護法上の適切な表現に改め

る。 

137 下 3 5 3 3 ３ 区災害対策本部 による対応 ３ 区災害対策本部等による対応 記載漏れにより追記する。 
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「墨田区国民保護計画」（素案）に係るパブリックコメント実施結果一覧 

区分 分野 ご意見 区の考え方 

１－１ 全体 この国民保護計画は「有事」＝戦争
を想定したものであり、自衛隊や米軍
の行動展開に区民が協力することを強
いるものである。 

世界平和は人類共通の願いです。い
かなる理由にせよ、武力攻撃事態や大
規模テロ等の有事はあってはならない
と考えております。不断の国際協調や
外交努力等により、そうした有事が起
きないようにすることが何よりも重要
であると考えております。 
この国民保護計画は、こうした努力

にもかかわらず、万が一、武力攻撃事
態や大規模テロ等が起きた場合に、国
民の生命、身体及び財産を保護し、国
民生活や国民経済への影響が最小とな
るよう、住民の避難、避難住民等の救
援、武力攻撃災害への対処などの国民
保護措置の実施について定めるもので
す。区は、当該計画に基づき、国民保
護措置を的確かつ迅速に実施します
が、その対処は、あくまでも武力攻撃
等によって生じた災害に対するもので
あり、武力攻撃そのものには一切対応
しないものです。 
 区が国民保護措置を実施するため必
要があると認めるときは、国民に対し
て必要な協力を要請しますが、その協
力は自発的な意思にゆだねられるもの
であり、強制にわたることはありませ
ん。 

１－２ 第２編 
第１章第６の２ 
（Ｐ42） 
第４章１ 
（Ｐ52） 

 「武力攻撃事態」「有事」は防ぐこ
とができるものであり、あってはなら
ないものである。にもかかわらず、そ
のような想定で訓練をし、「啓発」と
称して危機をあおり、学校の子供たち
まで巻き込んでいくことは反対であ
る。 

 武力攻撃事態や大規模テロ等が発生
した場合に備えて、学校において訓練
や啓発を行うことは、自然災害の場合
と同様に、学校における最も基本的な
責務の一つであると考えています。 

１－３ 全体  区内には多くの在日韓国・朝鮮人が
生活し、子供たちが学校へ通ってい
る。東京第五朝鮮初中級学校も存在
し、地域の学校との交流などが取り組
まれてきた。この計画は、その中で区
が行ってきた国際理解教育、人権推進
教育に反するものである。 

国民保護計画は、特定の国及び組織
からの武力攻撃や大規模テロ等を想定
したものではありません。 
子どもたちの生命、身体等を守るた

めの安全教育は、学校における最も基
本的な責務の一つであると考えていま
す。 

１－４ 第２編 
第４章１⑷ 
（Ｐ52） 

 学校における教育について、いつか
ら、どのような場で行うのか。また、
「都教育委員会の協力」とは具体的に
何か。 

学校における教育の実施時期、内容
等は未定ですが、区教育委員会として
は、都教育委員会からの必要な指導、
助言又は援助を得ながら行っていきま
す。  

１－５ 第２編 
第４章１⑷ 
（Ｐ52） 

 「自他の生命を尊重する精神」や
「ボランティア精神」の育成とある
が、平和のための人権尊重教育やボラ
ンティア教育と違い、戦時想定の上記
教育とはどのようなものか。 

 万が一、武力攻撃事態や大規模テロ
等が起きた場合の対応に当たっても、
平時と同様、自他の生命を尊重し、助
け合う精神を育成するものです。 

１－６ 第２編 
第１章第６の２ 
（Ｐ42） 

 国民保護実動訓練で、学校が会場に
なったり、生徒、教員、保護者に参加
を求める場合、どのような想定や手続
で行うのか。通常の「震度５の地震が
発生し…」と違い、「○○小学校にテ

 国民保護実動訓練について、その実
施の時期、内容等は未定です。 
また、学校教育においてどう位置付

けられるかは不明ですが、生徒、教
員、保護者に対しては、児童・生徒の

（案） 
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ロリストが立てこもり…」「サリンが
撒かれ…」「爆破装置が…」といった
想定は教育上いかがなものか。 
 また、「協力」は強制するものでは
ないとされてはいるが、実際には学校
現場の教員や児童・生徒への動員は、
強制に等しいものになるのではない
か。 

発達段階等を十分配慮しながら、適切
に対応していきます。 

２－１ 全体  墨田区が全都に先駆けて国民保護条
例を制定し、協議会発足、計画案作成
を急いだことに、大変不安と疑問を感
じている。 

 国民保護法が平成 16 年 9 月 17 日に
施行され、既に、地方公共団体は、武
力攻撃事態や大規模テロ等が発生した
場合に、国の指定に応じて国民保護対
策本部を設置し、直ちに国民保護措置
を実施する責務を負っています。この
ため、国民保護協議会条例については
17 年度に制定するよう、また、国民
保護協議会については、防災会議と同
日に開催するよう国から指導がありま
した。 
 また、国民保護対策本部条例につい
ては、できるだけ早く事態の発生に対
応できる態勢を整備するという観点か
ら、国民保護協議会条例と併せて制定
することが適切と考えました、 
そこで、本区では、防災会議の日程

に合わせ、「墨田区国民保護対策本部
及び緊急対処事態対策本部条例」及び
「墨田区国民保護協議会条例」を平成
17 年 9 月 30 日に公布・施行し、第１
回墨田区国民保護協議会を平成 18 年
2 月 7 日に開催しました。 

２－２ 全体  この国民保護法（条例）自体が、戦
争を前提としており、戦争をしないこ
とに力を尽くすのではなく、戦争に対
処することを国民・区民に強いるもの
で、国民・区民を保護してくれるもの
ではないと考える。 

 世界平和は人類共通の願いです。い
かなる理由にせよ、武力攻撃事態や大
規模テロ等の有事はあってはならない
と考えております。不断の国際協調や
外交努力等により、そうした有事が起
きないようにすることが何よりも重要
であると考えております。 
この国民保護計画は、こうした努力

にもかかわらず、万が一、武力攻撃事
態や大規模テロ等が起きた場合に、国
民の生命、身体及び財産を保護し、国
民生活や国民経済への影響が最小とな
るよう、住民の避難、避難住民等の救
援、武力攻撃災害への対処などの国民
保護措置の実施について定めるもので
す。区は、当該計画に基づき、国民保
護措置を的確かつ迅速に実施します
が、その対処は、あくまでも武力攻撃
等によって生じた災害に対するもので
あり、武力攻撃そのものには一切対応
しないものです。 
 区が国民保護措置を実施するため必
要があると認めるときは、国民に対し
て必要な協力を要請しますが、その協
力は自発的な意思にゆだねられるもの
であり、強制にわたることはありませ
ん。 

２－３ 第１編  「国民」として扱われず差別・排外  武力攻撃事態や大規模テロ等におい
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第２章 
（Ｐ3） 

されている在日外国人や、「区民」「住
民」ではないとして排除されている野
宿労働者がどのように扱われるか不安
が募る。「計画（素案）」にも「基本的
人権を尊重する」旨の数行にとどま
り、具体的には全く触れられていない
が、どのように考えているか。 

ても、日本国憲法の保障する国民の自
由と権利が尊重されるべきことは当然
であることから、国民保護措置の実施
に当たって、国民の自由と権利に制限
が加えられるときであっても、その制
限は必要最小限のものに限り、公正か
つ適正な手続の下に行うこととしてい
ます。 
この基本的人権の尊重は、広く国民

に及ぶべきものであり、日本に在留す
る外国人に対しても原則として等しく
及ぶべきものであると考えています。 

２－４ 第２編 
第１章第６の２ 
（Ｐ42） 

 2004 年の東京都総合防災訓練に際
して、隅田川両岸で暮らす野宿者のテ
ントが強制排除されるという事態があ
った。国民保護訓練実施の際に、上記
のような野宿労働者の排除を考えてい
るか。野宿生活をしている労働者への
差別・排外意識を煽るような行為はや
めてほしい。 

 国民保護訓練について、その実施の
時期、内容等は未定ですが、法律、条
例等に基づき、適切に対応していきま
す。 

２－５ 第３編 
（Ｐ54～） 

 災害時の情報伝達、避難誘導、物資
の援助などの対象から、野宿労働者を
差別・排除する行為があれば、関東大
震災時の朝鮮人虐殺のような暴力や虐
殺の引き金になりかねない。そのよう
なことが絶対にないよう対策を講じて
ほしい。 

 区は、国民及び日本に居住し、又は
滞在している外国人を対象として、情
報提供、避難誘導、食品・飲料水等の
給与など区の区域に係る国民保護措置
を実施します。 

３－１ 第１編 
第５章 
（Ｐ20） 

 「武力攻撃」や「大規模テロ攻撃」
とは何か。 

「武力攻撃」とは、我が国に対する
外部からの武力攻撃をいい、着上陸侵
攻、ゲリラや特殊部隊による攻撃、弾
道ミサイル攻撃及び航空攻撃の４類型
を想定しています。 
 「大規模テロ等（緊急対処事態）」
とは、武力攻撃の手段に準ずる手段を
用いて、多数の人を殺傷する行為をい
い、危険物質を有する施設への攻撃、
大規模集客施設等への攻撃、大量殺傷
物質による攻撃及び交通機関を破壊手
段とした攻撃の４類型を想定していま
す。 

３－２ 第３編 
第３章３ 
（Ｐ75） 

 計画中「武力攻撃等においては、自
衛隊は、その主たる任務である我が国
に対する侵略を排除するための活動に
支障がない範囲で、可能な限り国民保
護措置を実施するものである点に留意
する」と記載されており、「国民保
護」という名称からかけ離れたものの
ように思える。戦時のとき、「可能な
限り」でしかない「保護措置」という
ことがよく理解できない。 

武力攻撃事態や大規模テロ等におい
て、自衛隊の主たる任務は、侵略排除
という自衛隊に固有の業務になります
が、自衛隊のもつ人的・物的資源が国
民保護措置の実施に当たり必要とされ
ることが想定されます。そうした場合
に、主たる任務である侵略排除活動に
支障のない範囲で、避難住民の誘導、
危険ながれきの除去等の国民保護措置
を行うこととなります。 

３－３ 第２編 
第２章１⑶ 
（Ｐ44） 
第３編 
第５章第１の２⑶ 
（Ｐ81） 
第５章第２の３⑹ 
（Ｐ86） 

 家族に障害者がいるが、何かがあっ
ても、自治会との連携がスムーズにと
れるとは思えない。天災・震災等を想
定しては、何とか自力でと考え、搬送
用の担架を準備している。地域の住民
防災組織（町会・自治会）との日常的
な連携は簡単ではないのが現状であ
る。信頼関係を築くことは、「障害
者」の現実の理解が不可欠だが、すぐ

 高齢者、障害者などの災害要援護者
に対しては、警報の伝達、避難誘導等
の際には特段の配慮が必要であると考
えます。 
 武力攻撃事態や大規模テロ等による
災害の発生時、災害要援護者が正しい
情報や支援を得て、適切な行動がとれ
るようにするには、地域住民や住民防
災組織による協力・連携の体制を平時
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に理解されるものではなく、とても時
間がかかる。このようなことをどう考
えるか。 

から確立しておく必要があることか
ら、現在、自然災害において構築して
いる「災害要援護者サポート隊事業」
を国民保護の面からも推進していきま
す。 
また、今後、自然災害対策として作

成を予定している「災害要援護者避難
支援プラン」についても、その活用を
検討していきます。 

４－１ 第１編 
第１章１⑴ 
（Ｐ1） 

 「区の責務」の規定において、「区
は、住民の福祉の向上と、身体・生命
および財産を保護するべき基礎的自治
体としての自主性とその責務にかんが
み、国民保護法にいう武力攻撃事態等
を招来しないよう国に最善の外交努力
を求める。」と明記して、日本国憲法
の前文の精神と第９条（戦争の放棄、
戦力及び交戦権の否認）の規定をはじ
め、集団的自衛権の否定と憲法遵守の
立場を明示するべきである。 

 世界平和は人類共通の願いです。い
かなる理由にせよ、武力攻撃事態や大
規模テロ等の有事はあってはならない
と考えております。不断の国際協調や
外交努力等により、そうした有事が起
きないようにすることが何よりも重要
であると考えております。 
また、区として、日本国憲法を遵守

することは、当然のことと認識してい
ます。 
 しかしながら、武力攻撃事態や大規
模テロ等を起こさないための方途につ
いては、国民保護計画の中で定める内
容ではありません。墨田区では、この
計画とは別に、今後も世界平和実現の
ために可能な役割を果たしていきま
す。 

４－２ 第１編 
第１章３ 
（Ｐ1） 

「３ 他計画との関連」において、
「各計画の想定危機の発生原因は異な
るものの、その災害の態様及びそれら
への対処には類似性があると考えられ
る」としているが、これを削除するべ
きである。 
 そもそも自然災害と戦争災害は発生
原因が異なるがゆえに、自然科学と予
知技術が重要な手段であるか、政治手
法において緊張激化や-戦争挑発では
なくあくまで平和的な外交努力を堅持
するのか、それら自然と戦争への対処
方法は全く異なるものである。一部態
様の類似性というレトリックをもっ
て、自然防災組織と国民保護組織とを
一体化させつつ、自治体の責務を変質
させ、住民に戦争体制を容認させてい
くようなまやかしの世論操作の論述は
絶対に許されない。 

ご指摘のとおり、武力攻撃事態や大
規模テロ等と自然災害とは、発生原因
が異なります。 
しかし、住民の生命・身体・財産等

に重大な被害・影響を及ぼす災害・事
件・事故が発生した場合に、その影
響・被害を最小限に抑えることを目的
として、的確かつ迅速に初動態勢をと
る必要があるという点では、各計画に
は類似性があります。例えば、武力攻
撃事態や大規模テロ等の発生に伴い、
火災、家屋倒壊などの災害が起きたこ
とに伴う、避難住民の誘導や、収容施
設の供与、食糧の給与等の救援などの
措置を行うに当たっては、自然災害へ
の対策と類似性があります。 

４－３ 第２編 
第４章１⑴ 
（Ｐ52） 

 「(1)啓発の方法」の文中、「その
際、防災の取組みを含め、功労のあっ
た者の表彰などにより、国民保護に関
する住民への浸透を図る。」を削除す
べきである。 
 「住民への浸透を図る」とは、宣撫
工作の表現そのものとしか言いようが
ない。 

 武力攻撃事態や大規模テロ等による
被害を最小限化するためには、住民が
国民保護に関する正しい知識を身につ
け、武力攻撃事態や大規模テロ等にお
いて適切に行動する必要があります。
そのためには、国民保護措置や住民が
とるべき行動等に関する啓発を積極的
に実施する必要があります。 

４－４ 第２編 
第１章第２の６⑴ 
（Ｐ33） 

「住民防災組織に対する支援」の文
中、「住民防災組織は、区民の自発的
組織として町会•自治会を母体に、平
時の予防活動、有事の際の応急協力活
動を目的として、結成されている。…
区は…組織の育成を支援していく」

 住民防災組織は、災害対策基本法上
の「災害」（豪雨、洪水、地震等の異
常な自然現象又は大規模な火事・爆発
など）が発生した場合における区民の
自発的な組織として結成されておりま
す。そのことを前提に「平常時」に対
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は、事実と異なる恣意的記載であり削
除を求める。 
 問題のある「防災組織活用論」が一
方的に主張されているのは事実だが、
防災組織イコール国民保護組織ではな
いし、まして平和時と戦争時の活動を
意識的に区別し、町会•自治会を母体
にした防災組織が、国民保護を目的と
確認して活動しているわけではない。
そうすべきとは、為政者の危険な願望
といっても過言ではないだろう。そう
でなければ、「自然災害被害の予防活
動、自然災害時の際の応急協力活動を
目的」と正確に記述すべきであり、意
図的な用語法での概念操作は許されな
いだろう。 

する言葉として「有事」という言葉を
用いましたが、必ずしも正確な表現で
はないことから、この部分について
は、表現を改めます。 
なお、武力攻撃事態や大規模テロ等

による災害が発生した場合には、自
助・共助に基づく住民の協力が不可欠
であることから、避難住民の誘導や救
援等の実施に当たっては、これまで培
ってきた自然災害における住民防災組
織のご協力が不可欠であると考えてお
ります。 

４－５ 第１編 
第１章５⑴ 
（Ｐ2） 

「５ 計画の見直し、変更手続」
「(1)」において、「見直しに当たって
は…広く関係者の意見を求める」とし
ているが、同計画に基づいてマニュア
ル作成や訓練実施計画あるいは備蓄品
購入等が実施されていくいわば原則や
要綱というべきものを見直す重要局面
で、「関係者」として想定されている
のが、国民保護協議会の幹事会や防災
会議メンバーの数人、数十人の範囲だ
けとすれば、「広く」という形容詞は
ごまかしにすぎず、その対象となる住
民も関係者であり意見を聴取すべきで
ある。2４万区民は単に一方的に措置
される対象にすぎないというならば話
は別であるが、そうでなければ、「議
会審議やパブリックコメントにより広
く関係者•区民に意見を求める」と明
示すべきである。 

 国民保護計画を見直すに当たって
は、軽微な場合を除き、区民の代表者
も入った国民保護協議会に諮問すると
ともに、関係者の意見を求めることと
しています。また、都知事に協議のう
え、区議会へ報告し、公表することと
しています。 
なお、国民保護計画の重要な改定を

行う場合には、パブリックコメント等
により、住民の意見を求める機会を設
けることについても個別に検討いたし
ます。 

４－６ 第２編 
第１章第２の１⑷ 
（Ｐ31） 

「(4)防衛行動と住民避難との錯綜
防止」の文中、自衛隊部隊が区内に集
中した場合、住民避難等との錯綜を避
けるため区協議会等参加の自衛隊員と
の連携強化を図り「確認すべき事項に
ついて、平素から、情報•意見交換を
行う」とあるが、「住民避難を原則優
先事項と確認して、その他の確認事項
について、平素から、情報•意見を求
め区として判断する」と訂正すべきで
ある。悲惨な地上戦を体験した沖縄で
は、「軍は住民を守らない」との歴史
的教訓から、協議会審議がストップす
る事態にある。日本軍とは、国体護持
•政経中枢の防衛と軍事力の保持に優
先するものはないのが常識であるから
である。 
 

 自衛隊による防衛行動と区が実施す
る住民避難等の国民保護措置とが錯綜
した場合、住民に多大な被害が及ぶ可
能性があります。 

区としては、その責務である住民の
生命、身体及び財産を保護し、住民に
及ぶ影響を最小とすることを最優先に
考え、国民保護協議会の委員に任命さ
れた自衛隊員等を通じて連携強化を図
り、自衛隊による防衛行動と区が実施
する国民保護措置とが錯綜することの
ないよう、平素から、情報・意見交換
を行います。 
優先する事項については、武力攻撃

等の態様、災害の発生状況など、個々
のケースにより異なるので、個々具体
的に対応していきます。 

４－７ 第２編 
第１章第６ 
（Ｐ42） 

前項に関連して、①「１ 研修」に
おいて、「(2)職員等の研修機会の確
保」では「住民防災組織のリーダーに
対して国民保護措置に関する研修等を
行う」、②あるいは「(3)外部有識者等
による研修」で「自衛隊…等の職員及
び学識経験者等を講師に招く」、③ま

 武力攻撃事態や大規模テロ等が発生
した場合には、自助・共助による対処
が重要となることから、研修や訓練を
実施する際には、住民の避難誘導や救
援の実施等について、地域に密着した
活動を行っていただいている住民防災
組織や町会・自治会にご協力いただ
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た「２ 訓練」において、「(4)訓練に
当たっての留意事項」では「イ 国民
保護措置についての訓練の実施におい
ては、住民の避難誘導や救援等に当た
り、町会・自治会の協力を求める」と
しているが、いずれも削除を求める。 
 町会•自治会やこれを母体とした自
然防災組織を、「軍優先」の考えを強
制して、住民犠牲もいとわないという
国民保護組織に改変しようという意図
のもと、自衛官を講師として積極的に
活用するという考えは危険であり、絶
対反対である。 

き、万が一の場合に、住民に及ぶ被害
が最小となるよう、必要な知識・経験
を習得していただくことが必要である
と考えます。 
 また、区は、住民の生命、身体及び
財産を保護する責務を有していること
から、武力攻撃事態や大規模テロ等が
発生した場合には、的確かつ迅速な初
動措置の実施が不可欠です。そのため
には、平素から、研修及び訓練を通じ
て、職員等の対処能力の向上を図るこ
とが必要です。国民保護措置には、退
避の指示や警戒区域の設定など、その
原因の特性等により、その都度判断が
必要となるものもあることから、警
察、消防、自衛隊等から専門的知識・
経験を有する者を講師に招き、研修を
実施することも必要と考えます。 

４－８ 第２編 
第２章１ 
（Ｐ44） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３編 
第５章第２の３⑷⑹ 
（Ｐ86） 

 「１ 避難に関する基本的事項」で
は、【収集•管理すべき資料】の一覧表
の中で、要援護者情報を町丁目別の集
計表または人数一覧としてその管理方
法を示しているが、これについて意見
を次のように述べる。市町村国民保護
モデル計画素案では、「※【災害時要
援護者の避 難支援プランにつ い
て】・・・要援護者情報の把握不可欠
であるが、その方法としては、①同意
方式、②手上げ方式、③共有情報方式
の３つの方法があり、これらにより取
得した情報をもとに一定の条件や考え
方に基づき、支援すべき要援護者を特
定し、福祉関係部局と防災関係部局が
連携の下で、要援護者個々人の避難支
援プランを策定することとなる（家族
構成や肢体不自由の状況、避難支援者
や担当している介護保険事業者などを
記載）。」とある。その場合、a)このよ
うな「要援護者支援プラン」を作製す
るかどうか？ b)要援護者の情報取得
の方法として上記の「①,②,③の３つ
の方法」に問題がないかどうか？  
c)その情報取得方法の問題のうえに、
さらに「一定の条件や考え方」を明示
することなく、支援すべき要援護者を
一方的に「特定」しつつ、そのプラン
には家族構成等を記載するという、こ
のような福祉関係部局と防災関係部局
の連携行為は、高齢者や障害者のプラ
イバシー侵害・個人情報の目的外使用
と判断するかどうか？ の以上３点を
検討しなければならない。しかるに、
墨田区（素案）では、このような検討
を回避して、「(6)高齢者、障害者等災
害要援護者への配慮」の文中「救護部
を設置し…連絡、運送手段の確保」と
「避難所等の拠点までの運送を支援」
しか規定せずに責任を回避して、「(4)
住民防災組織等に対する協力の要請」
として「避難住民の誘導に必要な援助

 迅速に避難住民の誘導を行うことが
できるよう、平素から基礎的資料を収
集・管理することとしており、災害要
援護者に係るものとしては、町丁目別
及び国籍別の外国人人口・世帯数、町
丁目別の要介護高齢者数及び心身障害
者数についての資料を収集・管理する
こととしています。これら資料は、町
丁目等の区分による人数を把握するも
のであり、個人情報となるような事項
は含まれておりません。 
a) 災害要援護者の「避難支援プラ
ン」の作成については、現在、自然
災害対策として、要援護者情報の収
集・共有の仕組みと併せて検討して
います。国民保護計画の作成に当た
っては、災害対策の仕組みを最大限
活用するとしていることから、この
プランが作成された場合には、国民
保護措置の実施に当たっても同プラ
ンの活用を図る予定です。 

b) ①同意方式、②手上げ方式、③共
有情報方式の３つの方法について
も、今後、検討を加える予定です。 

c) 個人情報の取扱いに当たっては、
墨田区個人情報保護条例に定める目
的明確化、目的外利用・外部提供の
制限等の諸原則に抵触することのな
いよう留意します。 
また、高齢者、障害者等の災害要援

護者の避難に当たっては、区対策本部
に設置する国民保護災害要援護者救護
部が、町会・自治会による災害要援護
者サポート隊、社会福祉協議会、民生
委員等と協力して、誘導を行います。 

なお、この計画は、国民保護措置に
関する大枠を示す指針であることか
ら、具体的な方法等については、今
後、マニュアル等を整備します。 
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について、協力を要請する」と逆に町
会•自治会等の住民側に区の責務を押
しつけ放棄している。これは許されな
い。要援護者の避難誘導の責任と方法
を明記すべきである。 

４－９ 第２編 
第４章１ 
（Ｐ52） 

「１ 国民保護措置に関する啓発」
の中、「(1)啓発の方法」で「…継続的
に啓発を行うとともに、住民向けの研
修会、講演会等を実施する。」とし、
また、「(4)学校における教育」で「区
教育委員会は、…児童生徒等の安全の
確保及び災害対応能力育成のため、区
立学校において、安全教育や自他の生
命を尊重する精神、ボランティア精神
の養成等のための教育を行う。」とあ
る。 
 墨田区は、上記のような a)住民向
け研修会や講演会等の実施 b)学校で
の生命尊重やボランティア精神育成の
教育という、戦時教育を行わないよう
求める。 

a) 武力攻撃事態や大規模テロ等によ
る被害を最小限化するためには、住
民が国民保護に関する正しい知識を
身につけ、武力攻撃事態や大規模テ
ロ等において適切に行動する必要が
あります。そのためには、国民保護
措置や住民がとるべき行動等に関す
る啓発を積極的に実施する必要があ
ります。 

b) 学校において、子どもたちの生
命、身体等を守るための安全教育を
行うことは、学校教育における最も
基本的な責務の一つであると考えま
す。 

４－10 第３編 
第１章１ 
（Ｐ54） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３編 
第１章２ 
（Ｐ57） 

「１ 事態認定前における危機管理
連絡会議•危機管理対策本部の設置及
び初動措置」について意見を次のよう
に述べる。 
 市町村国民保護モデル計画素案で
は、政府による事態認定の前段階で、
事案発生の把握をした場合に「緊急事
態連絡室（仮称）」を設置して、災害
対策基本法等に基づく避難指示、警戒
区域設定、救急救助等の対処措置を行
うとしていた。しかし、同 33 頁の図
表の注において「※ ２ 災害対策基本
法上の…。なお、被害の態様が災害対
策基本法上の災害に該当していたとし
ても、その原因が武力攻撃によること
が明白な場合は事態認定前であって
も、同法は適用できないこととされて
いる」と明記があった。 
 ところで、（素案）57 頁において、
「２    
武力攻撃事態の兆候に関する連絡があ
った場合の対応」で、区は、政府認定
前段階での事案発生の把握とこれに基
づく初動措置の判断をどのように行う
のか？の問題を回避して、「兆候の連
絡があった場合」災害対策基本法で対
応できると規定しているが、これでは
「兆候の連絡がない場合」を欠落させ
ている。「兆候の連絡がない場合」を
明確に規定すべきである。 
 そうでなければ、法定主義を逸脱し
て災害態様の類似性をもって非常時で
あれば政府が法的根拠のない行政措置
を地方自治体にトップダウンで指示す
るというようなことは、絶対に認めら
れない。 

 多数の死傷者が発生したり、建物が
破壊される等の具体的な被害が発生し
た場合には、当初、その被害の原因が
明らかでないことも多いと考えられま
す。国による事態認定がなく、国民保
護対策本部設置指定もない場合は、
「危機管理連絡会議」又は「危機管理
対策本部」を設置して、初動措置を行
います。その被害の態様が災害対策基
本法に規定する災害に該当する場合に
は「災害対策本部」を設置し、国民保
護措置に準じた措置を行います。 
 このように、何らかの事態が発生し
た場合又は武力攻撃や大規模テロ等の
兆候に関する連絡があった場合につい
ては、国による事態認定の有無、国民
保護対策本部設置指定の有無により、
適切な初動体制を実施します。 

しかし、事態の発生がなく、武力攻
撃や大規模テロ等の兆候に関する連絡
もない場合については、有事ではない
ため、平時における体制となり、関係
機関と連携し、情報の把握に努めるこ
ととなります。 

４－11 第３編 
第２章２⑺ 
（Ｐ72） 

「(7)現地連絡調整所の設置」で、
単に「既に…現地連絡調整所が設置さ
れている場合は職員を派遣し、関係機

a) 現地連絡調整所は、発生現地にお
いて活動する機関が特段の連携を確
保する必要がある場合に設置するも
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関との情報共有及び活動調整を行う」
としているが、区は、武力攻撃による
災害発生にともない、a)先に自衛隊が
現地調整所を設置している場合はどの
ような事態と想定するか？ b) 先に
自衛隊が現地調整所を設置している場
合、区職員はそこに参加し、自衛隊が
一元的に調整することになることにつ
いて、まさに住民避難と防衛行動の錯
綜状況にあるがゆえに、とくに主体的
な判断と業務を規定する必要がある。 

のであることから、先に自衛隊が同
調整所を設置している場合は、自衛
隊の防衛行動と関係機関の活動とに
ついて、情報の共有及び活動調整が
必要な場合であると想定されます。 

b) 先に自衛隊が現地連絡調整所を設
置した場合でも、自衛隊が一元的に
調整をすることはありません。区と
しては、その責務である住民の生
命、身体及び財産を保護し、住民に
及ぶ影響を最小とすることを最優先
に考え、関係機関による活動と区が
実施する国民保護措置等が錯綜する
ことのないよう、現地連絡調整所に
おいて、関係機関との情報共有及び
活動調整を行います。 

４－12 第３編 
第３章８ 
（Ｐ78） 

「８ 住民への協力要請」の中に、
「避難住民の誘導」、「避難住民等の救
援」、「消火・負傷者搬送・被災者救助
その他の武力攻撃災害への対処に関す
る措置」、「保健衛生の確保」について
住民協力を要請するとある。しかし区
は、a)武力攻撃事態等の下でのこれら
の住民協力の要請を、具体的にはそれ
ぞれどのように想定しているか？ ま
た、b) そのような協力要請を、どの
ような安全確保の配慮や手段のもと
に、どのような住民に対して、おこな
うか？ について明示するべきであ
る。そうでなければ、危険かつ緊急事
態の中で、安全確保や要請が強制とな
らないよう保障ができないからであ
る。 
 

a) 国民保護法上、国や地方公共団体
が住民に協力を要請できる場合とし
て、①避難住民の誘導、②避難住民
等の救援、③消火、負傷者の搬送、
被災者の救助その他の武力攻撃災害
への対処に関する措置、④保健衛生
の確保が挙げられます。具体的に
は、区職員とともに避難住民の先導
をすること、移動中における食糧等
の配給をすること、避難所等におけ
る食品・飲料水・生活必需品等を避
難住民に給与することなどが想定さ
れます。 
この協力要請に対して協力するか

否かについては、住民の自発的意思
にゆだねられているものであって、
その要請に当たって強制にわたるも
のがあってはならない旨、本計画に
おいても記述しています。 

b) 協力する者の安全対策に十分配慮
する旨も記述していますが、具体的
には、協力をする者に対し、防護衣
等必要な資機材を貸与するほか、武
力攻撃災害が急迫している場合な
ど、協力する者が危険にさらされる
おそれがあると判断される場合は協
力の要請を行わないことなどが考え
られます。こうした対応について
は、今後、マニュアル等を整備しま
す。 

  仮に、要請を受けて国民保護措置
の実施に必要な援助について協力し
た者が、そのため死亡し、負傷し、
若しくは疾病にかかり、又は障害の
状態となったときは、国及び地方公
共団体は、その損害を補償しなけれ
ばならないこととされています。 

４－13 第３編 
第５章第２の２ 
（Ｐ83） 

「２ 避難実施要領の策定」の中、
市町村国民保護モデル計画素案では、
【※国の対策本部長による利用指針の
調整】という項目で「自衛隊や米軍の
行動と国民保護措置の実施について、
道路、港湾施設、飛行場施設等におけ
る利用ニーズが競合する場合には、市

 区は、自衛隊や米軍の行動と区が実
施する国民保護措置が錯綜し、住民の
生命・身体・財産に多大な影響・被害
が生じることのないよう、国民保護協
議会の委員に任命された自衛隊員等を
通じて連携強化を図ることとし、平素
から、情報・意見交換を行うこととし
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（町村）長は、国の対策本部長による
「利用指針」の策定に係わる調整が開
始されるように、県を通じて、国の対
策本部に早急に現場の状況等を連絡す
る。この場合において、市（町村）長
は、県を通じた国の対策本部長による
意見聴取（武力攻撃事態等における特
定公共施設等の利用に関する法律第６
条第３項等）及び国の対策本部長から
の情報提供の求め（同法第６条第４項
等）に適切に対応できるよう、避難の
現状、施設の利用の必要性や緊急性等
について、市（町村）の意見や関連す
る情報をまとめる。」とありました。
区は、米軍行動円滑化法、特定公共施
設利用法により、国が区の意見よりも
自衛隊や米軍の意見を優先した利用指
針を策定した場合、どのように対応す
るか？ この重大かつ想定される事項
について明示すべきである。 

ています。 
さらに、自衛隊や米軍の行動と国民

保護措置の実施について、道路等にお
ける利用のニーズが競合する場合に
は、都を通じて、国の対策本部長に総
合調整を行うよう要請することとされ
ており、国の対策本部長による「利用
指針」の策定に係る調整がなされる
旨、本計画に記述しています。 
なお、国の対策本部長が「利用指

針」を策定した場合には、区は、関係
法律の規定に基づき、同指針を踏まえ
て、適切に対処してまいります。 

４－14 第３編 
第５章第２の３⑺ 
（Ｐ87） 

「３ 避難住民の誘導」の中、「(7)
残留者等への対応」という項目では、
「…残留者の説得に努めるとともに、
避難に伴う混雑等により危険な事態が
発生する場合には、必要な警告や指示
を行う。」とある。区は、このような
警告や指示を行い、国民保護法上の退
去命令（114 条）や罰則（193 条；30
万円以下の罰金もしくは拘留）を適用
するかどうか？ を明示するべきであ
る。 
 

避難に伴う混雑等において危険な事
態が発生するおそれがある場合には、
当該危険な事態の発生を防止するた
め、区として必要な警告又は指示をす
ることができることとされています。
区としては、周囲の具体的状況を考慮
し、その実施の要否を判断します。な
お、この区が行う警告や指示は、実力
行使を伴うものではなく、強制的に避
難させることとはしておらず、それに
従わない者に対する罰則の規定はあり
ません。したがって、区の行う警告や
指示に従わずに要避難地域にとどまる
者に対して、直ちに、退去命令や罰則
を適用することはありません。 
 なお、区は、武力攻撃災害等が発生
又は発生しようとしている場合におい
て、当該災害による住民の生命、身体
に対する危険を防止するため特に必要
があると認めるときは、警戒区域を設
定し、当該区域への立入りを制限・禁
止し、当該区域からの退去を命ずるこ
とができることとされています。その
退去命令に従わなかった者に対して
は、罰則の適用があります。 

４－15 第３編 
第５章第２の４ 
（Ｐ89） 

「第２ ；弾道ミサイル」の中、市
町村国民保護モデル計画素案では、注
記「※」において、a)「我が国に弾道
ミサイルを発射しようとする主体（国
または国に準じる者）の意図等により
攻撃目標は変化するとともに、」と続
けて b)「その保有する弾道ミサイル
の精度により、実際の着弾地点は変わ
ってくる。このため、全ての市（町
村）に着弾の可能性があり得るものと
して、対応を考える必要がある。」と
ある。区は、a)ここで言う国またはそ
れに準じる者を、いかに認識、想定し
ているか？ b)墨田区地域への弾道ミ
サイル着弾の可能性を現在ないし近未

 武力攻撃事態や大規模テロ等は、い
つ、どこで、どのような方法により発
生するか分かりません。したがって、
この計画は、特定の国及び組織からの
武力攻撃や大規模テロ等を想定したも
のではなく、また、一定の期間を想定
して作成するものでもありません。 
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来についてどのように想定している
か？また近未来はどの程度の期間を想
定して保護計画の策定をするか？ を
明示すべきである。 

４－16 第３編 
第５章第２の４ 
（Ｐ89） 

「第２ 避難住民の誘導等；ゲリ
ラ・特殊部隊による攻撃の場合」の
中、市町村国民保護モデル計画素案で
は、a)「急襲的な攻撃に際しては」と
して「避難実施要領の作成に当たって
は各執行機関、消防機関、県、県警
察、海上保安庁、自衛隊等の関係機関
の意見を聴き、それらの機関からの情
報や助言を踏まえて、避難の方法を策
定することが必要」とあります。ま
た、b)「昼間の都市部において突発的
事態に事案が発生した場合の対応」と
して、「特にこの場合、初動時には、
住民や滞在者の自主的な避難に頼らざ
るを得ないことから、平素から、住民
が緊急時に如何に対応すべきかについ
て問題意識を持たせることが必要であ
る。」としている。 
 区は、国や自衛隊が区（市町村）で
はなく自衛隊等の活動を優先するよう
助言（指示）してきたとき、どのよう
に対応するお考えか？ を明示するべ
きである。 

区は、区が実施する国民保護措置と
自衛隊による防衛行動とが競合しない
ように、都を通じて、国の対策本部長
に総合調整を行うよう要請することと
しています。 
また、ゲリラ・特殊部隊による攻撃

の場合には、区は、迅速に避難住民の
誘導を実施することを基本としつつ、
関係機関の意見を聴き、それら機関か
らの情報や助言を踏まえて、避難の方
法を策定する旨、本計画に記述してい
ます。 
 

 

４－17 第２編 
第２章２ 
（Ｐ45） 
第３編 
第５章第２の２ 
（Ｐ83） 

「第５編 大規模テロ等（緊急対処
事態）への対処」の中、市町村国民保
護モデル計画素案では、【避難実施要
領のパターン作成に当たって（避難マ
ニュアル）】で、「（避難誘導における
留意点）」の「８. 住民の「自助」努
力による取組みの促進」(112 頁)とし
て、a)「災害時では、「自助７割、共
助２割、公助１割」であると、一般に
指摘されており、特に初動の対応
は、・・・ 個々人の自助努力が鍵で
あるとされている。」あるいは「事案
の発生直後は、・・・行政側の対応に
は一定の限界があ」るとしている。さ
らに、b)「各市（町村）においても、
武力攻撃事態あるいは大規模なテロに
際し、住民自ら行うべきことについ
て、研修会や訓練を通じて、平素から
周知するよう努力することが期待され
ている。そうした取組みは、緊急時に
一定の方向に人々の行動を収斂させる
という効果も有しており、安全かつ円
滑な避難実施の点からも有効であ
る。」(112 頁)としている。 

区は、このような認識に関して（素
案）ではいっさい触れておらず、明示
するべきである。 

 避難実施要領のパターンについて
は、今後、本計画を踏まえて作成する
こととしており、ご指摘の記述につい
ても、検討させていただきます。 

５－１ 全体 墨田区は関東大震災時における朝鮮

人虐殺事件が、墨田区内で起きたとは

確認できないと聞きましたが、この原

案を読む限り、歴史の反省に立った法

律とは思えない。そうした事実がない

関東大震災時において、「朝鮮の
人々が暴動を起こす」という根拠のな
いうわさが流れ、自警団や軍隊により
朝鮮や中国の人々が虐殺されるという
事件が起きたことは、事実であると認
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から、考えなくともよいと思っている

のか。 

 

識しております。墨田区内で、そのよ
うな事件が発生したことについても推
測されるところです。 
 国民保護計画の作成に当たっては、
この教訓を課題とし、区の責務とし
て、区民への正確かつ迅速な情報の伝
達が重要であると考えております。そ
こで、本計画においては、「国民保護
措置に関する基本方針」の中で、国民
保護措置を実施するに当たり特に留意
すべき事項として「国民に対する情報
提供」を挙げており、区は、武力攻撃
事態や大規模テロ等においては、「国
民に対し、国民保護措置に関する正確
な情報を、適時に、かつ、適切な方法
で提供する」（第１編第２章）ことと
しているほか、国民保護対策本部にお
ける広報体制として、「情報の錯綜等
による混乱を防ぐために、住民に適時
適切な情報提供や行政相談を行うた
め、区対策本部に広報広聴体制を整備
する」（第３編第２章２(5)）こととし
ています。 

５－２ 全体 東京大空襲での多くの犠牲者を出し
た、墨田区における「国民」ではなく
「区民」を守る立場に立つべきではな
いのか。 

 区は、国民保護法上、区の区域に係
る国民保護措置を実施することとされ
ています。武力攻撃事態や大規模テロ
等の発生時には、区は、当然に、区民
の皆さんに対して、国民保護措置を実
施しますが、併せて、他の区域から本
区へ通勤・通学する者等に対しても、
国民保護措置を実施する必要がありま
す。そこで、本計画は、保護の対象を
「区民」だけに限るのではなく、広く
「国民」としています。 
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墨田区国民保護計画（素案）修正事項一覧 

１ パブリックコメントの実施（Ｈ１８.１０.２１～１１.１２）に基づく修正 

頁 行 編 章 項番 旧 新 理由 

33 11 2 1 第 2.6(1) 住民防災組織は          

    、区民の自発的組織として

町会・自治会を母体に、平常時の予

防活動、有事の際 の応急協力活動

を目的として、結成されている。 

区は            、

住民防災組織に対する研修や防災資

器材の助成等を通じて、その活性化

を推進し、充実を図る。 

住民防災組織は、災害対策基本法

に基づき、区民の自発的組織として

町会・自治会を母体に、平常時の予

防活動、災害発生時の応急協力活動

を目的として、結成されている。 

区は、国民保護措置実施のため、

住民防災組織に対する研修や防災資

器材の助成等を通じて、その活性化

を推進し、充実を図る。 

「平常時」に対する言葉として

「有事」という言葉を用いたが、必

ずしも正確な表現でないため、文言

を整理する。 

 

２ 「東京都区市町村国民保護モデル計画」の変更（Ｈ１８.１１.２９通知）（Ｈ１８.１２.７通知）に基づく修正 

頁 行 編 章 項番 旧 新 理由 

3 下 7 1 2 (5) また、区は、東京消防庁（消防

署）とともに、消防団及び自主防災

組織の充実・活性化、ボランティア

への支援に努める。 

また、区は、           
            自主防災

組織の充実・活性化、ボランティア

への支援に努める。 

特別区においては、消防団は東京

消防庁の管理下にあることから、当

該部分を削る。 

30 表 2 1 第 1.4  

 

 
 
 
                 

 

 

 

 
※ 表中の「法」は、「国民保護法」を示す。 

「法」の定義がないため、追記す

る。 

35 下 2 2 1 第 4.1(2)表 ・担当職員の役割・責任の明確化等

を図るとともに、職員担当者が被害

を受けた場合に備え、円滑に他の職

・担当職員の役割・責任の明確化等

を図るとともに、担当職員 が被害

を受けた場合に備え、円滑に他の職

同一文章中の表現に合わせる。 
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員が代行できるような体制の構築を

図る。 

員が代行できるような体制の構築を

図る。 

36 17 2 1 第 4.2(1)イ  区長は、その職員を指揮し、消防

の協力を得て、あるいは住民防災組

織等の自発的な協力を得ることなど

により、住民等に警報の内容を伝達

することができるよう、体制の整備

に努めるものとする。 

区長は、その職員を指揮し、消防

の協力を得て、あるいは住民防災組

織等の自発的な協力を得ることなど

により、住民等に警報の内容を伝達

することができるよう、体制の整備

に努める     。 

区長が主語の文章として、語尾が

不適切なため、文言を整理する。 

36 20 2 1 第 4.2(1)ウ   警報の伝達に当たっては、広報車

の使用、住民防災組織による伝達、

携帯電話・パソコンへのメール配

信、ケーブルテレビの活用、ホーム

ページの活用などの防災行政無線に

よる伝達以外の効果的な方法も検討

するものとする。 

警報の伝達に当たっては、広報車

の使用、住民防災組織による伝達、

携帯電話・パソコンへのメール配

信、ケーブルテレビの活用、ホーム

ページの活用などの防災行政無線に

よる伝達以外の効果的な方法も検討

する     。 

区長が主語の文章として、語尾が

不適切なため、文言を整理する。 

48 下 5 2 2 6(1) 区は、その区域内に所在する生活

関連等施設(*)について、都を通じて

把握するとともに、都との連絡態勢

を整備する。 

区は、その区域内に所在する生活

関連等施設(*)について         

把握するとともに、都との連絡態勢

を整備する。 

生活関連等施設の把握は、必ずし

も都を通じて行うものではないこと

から、「都を通じて」を削る。 

52 16 2 4 1(2) 区は、啓発の実施に当たっては、

防災フェア等防災関連行事における

防災に関する啓発とも連携し、地域

に密着している消防団及び住民防災

組織の特性も活かしながら、住民へ

の啓発を行う。 

区は、啓発の実施に当たっては、

防災フェア等防災関連行事における

防災に関する啓発とも連携し、地域

に密着している     住民防災

組織の特性も活かしながら、住民へ

の啓発を行う。 

 特別区においては、消防団は東京

消防庁の管理下にあることから、区

が直接消防団に働きかけることはな

いため、当該部分を削る。 

59 2 3 2 2(1) （事前に「危機情報収集体制」を立

ち上げ、又は「危機管理連絡会議

（事前に「危機情報収集体制」を立

ち上げ、又は「危機管理連絡会議

 区長が主語の文章として、語尾が

不適切なため、文言を整理する。 
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等」若しくは「区災害対策本部」を

設置していた場合は、「区対策本部」

に切り替えるものとする。）。 

等」若しくは「区災害対策本部」を

設置していた場合は、「区対策本部」

に切り替える     。）。 
76 脚注 3 3  (**)内閣総理大臣の命令に基づく   

出動（自衛隊法第 78 条）及び都知事

の要請に基づく  出動（自衛隊法

第 81 条） 

(**)内閣総理大臣の命令に基づく治安

出動（自衛隊法第 78 条）及び都知事

の要請に基づく治安出動（自衛隊法

第 81 条） 

説明内容をより明確化するため、

文言を整理する。 

79 表 3 4 (1)  

 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

※ 表中の「法」は、「国民保護法」を示す。 

「法」の定義がないため、追記す

る。 

81 9 3 5 第 1.2(1)ア さらに、携帯電話・パソコンへのメ

ール配信、広報車の使用、住民防災

組織・連絡員による      伝

達、ケーブルテレビの活用、ホーム

ページの活用、災害時優先電話の使

用などの防災行政無線による伝達以

外の方法も活用する。 

さらに、携帯電話・パソコンへのメ

ール配信、広報車の使用、住民防災

組織・連絡員による各世帯等への伝

達、ケーブルテレビの活用、ホーム

ページの活用、災害時優先電話の使

用などの防災行政無線による伝達以

外の方法も活用する。 

(2)の修正に伴い、文章を整理す

る。 

81 16 3 5 第 1.2(1)イ 

(ア) 

また、広報車の使用、住民防災組

織・連絡員による      伝

達、携帯電話・パソコンへのメール

配信、ケーブルテレビの活用、災害

時優先電話の使用などの防災行政無

線による伝達以外の方法も活用す

る。 

また、広報車の使用、住民防災組

織・連絡員による各世帯等への伝

達、携帯電話・パソコンへのメール

配信、ケーブルテレビの活用、災害

時優先電話の使用などの防災行政無

線による伝達以外の方法も活用す

る。 

(2)の修正に伴い、文章を整理す

る。 
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81 22 3 5 第 1.2(2) 区長は              
 、東京消防庁（消防署）と連携

し、あるいは住民防災組織等の自発

的な協力を得ることなどにより、各

世帯等に警報の内容を伝達する。     

 この場合において、東京消防庁

（消防署）が実施する消火活動及び

救助・救急活動の状況に留意する。

また、区内の            
消防団は、東京消防庁（消防総監又

は消防署長）の所轄の下に行動する

ものとする。 

区長は、警報の内容の伝達に当た

り、東京消防庁（消防署）の協力が

得られるよう、その         

                  
                  
                  
             消火活動及び

救助・救急活動の状況に留意し、緊

密な連携を図る。なお、この場合、

消防団は、東京消防庁（消防総監又

は消防署長）の所轄の下に行動する

ものとする。 

区長が消防の協力を得て警報の内

容を伝達するための取組みについ

て、消防の位置付けを踏まえて文章

を整理する。 

85 14 3 5 第 2.2(5)  また、区長は、直ちに、その内容

を区の他の執行機関、区内の消防署

長、警察署長、海上保安部長等（海

上保安監部、海上保安部、海上保安

航空基地及び海上保安署（これらの

事務所がない場合には、管区海上保

安本部）の長をいう。以下同じ。）及

び自衛隊東京地方協力本部長並びに

その他の関係機関に通知する。 

また、区長は、直ちに、その内容

を区の他の執行機関、区内の消防署

長、警察署長、海上保安部長等     

                  
                  
                  
                     及

び自衛隊東京地方協力本部長並びに

その他の関係機関に通知する。 

第 2 編第 1 章第 4 の 2(3)（Ｐ36）

において定義済みのため、削る。 
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87 7 3 5 第 2.3(7) 避難住民の誘導に当たる区職員 
並びに消防職員及び消防団員は、避

難の指示に従わずに要避難地域にと

どまる者に対しては、事態の状況等

に関する情報に基づき丁寧な説明を

行い、残留者の説得に努めるととも

に、避難に伴う混雑等により危険な

事態が発生する場合には、必要な警

告や指示を行う。 

避難住民の誘導に当たる区職員

は、警察、消防等とともに、    避
難の指示に従わずに要避難地域にと

どまる者に対しては、事態の状況等

に関する情報に基づき丁寧な説明を

行い、残留者の説得に努めるととも

に、避難に伴う混雑等により危険な

事態が発生する場合には、必要な警

告や指示を行う。 

特別区における消防団の位置付け

や、避難住民への警告・指示の権限

を踏まえて、文言を整理した。 

98 下 4 3 6 4(2) 食品・飲料水及び生活必需品等の

給与等は、都による一括調達を原則

とし、緊急時における食料・生活必

需品の給与については、都及び区に

おける備蓄品を活用するものとす

る。                    

       
                  
                  
                  
                  
          

食品     及び生活必需品等の

給与等は、都による一括調達を原則

とし、必要に応じて都及び区におけ

る備蓄品を活用する。また、緊急時

においては、区における備蓄品（都

の事前配置分を含む。）又は調達品を

もって充てる。 

また、水道による飲料水の供給が

不可能又は困難になった場合、区

は、都に対して応急給水を要請する

とともに、都と連携して応急給水活

動を実施する。 

  東京都地域防災計画における飲料

水供給の記述を踏まえ、文言を改め

る。 

106 1 3 7 1(2) 区は、安否情報を保有する指定公

共機関、指定地方公共機関及び医療

機関等の関係機関に対し、安否情報

の収集についての協力を行うよう要

請する場合は、当該協力は各機関の

業務の範囲内で行われるものであ

り、当該協力は各機関の自主的な判

区は、安否情報を保有する指定公

共機関、指定地方公共機関及び医療

機関等の関係機関に対し、安否情報

の収集についての協力を行うよう要

請する場合は、当該協力は各機関の

自主的な判断に基づき、その業務の

範囲内で行われる            

 「当該協力」が重複しているた

め、文言を整理する。 
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断に基づくものであることに留意す

る。 
     ものであることに留意す

る。 
115 下 9 3 8 第 2.1(1)ア ○ 「○○町×丁目、△△町○丁

目」地区の住民については、外での

移動に危険が生じるため、近隣の堅

牢な建物や地下街など屋内に一時退

避すること。 

  「○○町×丁目、△△町○丁

目」地区の住民については、外での

移動に危険が生じるため、近隣の堅

牢な建物や地下街など屋内に一時退

避すること。 

 不要な記号を削る。 

117 9 3 8 第 2.2(2)ア 区長は、警戒区域の設定に際して

は、区対策本部に集約された情報の

ほか、現地連絡調整所における警  
察   、海上保安部等、自衛隊か

らの助言を踏まえて、その範囲等を

決定する。 

区長は、警戒区域の設定に際して

は、区対策本部に集約された情報の

ほか、現地連絡調整所における警

察、消防、海上保安部等、自衛隊か

らの助言を踏まえて、その範囲等を

決定する。 

 現地連絡調整所には消防も参加し

ていることが想定され、消防警戒区

域の設定を前提とした助言等が可能

であるため、追記する。 

121 10 3 8 第 4.(1) 区は、保有する装備・資機材等に

より対応可能な範囲内で警視庁    

  、東京消防庁     等関係

機関とともに、原因物質の特定、被

災者の救助等の活動を行う。 

区は、保有する装備・資機材等に

より対応可能な範囲内で警視庁（警

察署）、東京消防庁（消防署）等関係

機関とともに、原因物質の特定、被

災者の救助等の活動を行う。 

  文言を整理する。 

129 6 3 11 1 区は、武力攻撃事態等において、

国民生活との関連性が高い物資若し

くは役務又は国民経済上重要な物資

若しくは役務（以下「生活関連物資

等」という。）の価格の高騰や買占め

及び売惜しみを防止するために都等

の関係機関が実施する措置に協力す

る。 

区は、武力攻撃事態等において、

国民生活との関連性が高い物資若し

くは役務又は国民経済上重要な物資

若しくは役務（   生活関連物資

等    ）の価格の高騰や買占め

及び売惜しみを防止するために都等

の関係機関が実施する措置に協力す

る。 

以下に「生活関連物資等」が出て

こないため、文言を整理する。 
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133 2 5   大規模テロ等（緊急対処事態）に

おいて実施する緊急対処保護措置

は、武力攻撃事態における  国民

保護措置（住民の避難、救援、武力

攻撃災害への対処等）  の内容・

手続等に準じる      。 

大規模テロ等（緊急対処事態）へ

の対処について           
は、国民保護対策本部の設置や国民

保護措置（住民の避難、救援、武力

攻撃災害への対処等）などの武力攻

撃事態への対処に準じて行う。 

緊急対処事態において準用すべき

事項は、国民保護措置だけではな

く、国民保護対策本部の設置などを

含めた全体の対処内容であるため、

文言を整理する。 

 

133 

 

 

 

 

4 5   本編では、テロ等が突発的に起き

ることを考慮し、「初動対応力の強

化」「平時における危機情報の監視」

「大規模テロ等の発生時の対処」等

に関して特に必要な事項を記載す

る。 

本編では、テロ等が突発的に起き

ることを考慮し、「初動対応力の強

化」「平時における警戒     」

「大規模テロ等の発生時の対処」等

に関して特に必要な事項を記載す

る。 

第 5 編第 2 章の表題（Ｐ136）との

整合性を図るため、修正する。 

138 下 9 5 3 3(3)ウ 派遣する職員には、避難住民等か

ら避難誘導への理解・協力が得られ

るよう、防災服、腕章、旗、特殊標

章、夜間照明等を携行させる。 

派遣する職員には、避難住民等か

ら避難誘導への理解・協力が得られ

るよう、防災服、腕章、旗      
 、夜間照明等を携行させる。 

「特殊標章」は緊急対処事態では

使用しないため、削る。 

140 5 5 4 1(1) 可燃性ガス貯蔵施設 が爆破され

た場合は、爆発及び火災により、住

民等に被害が発生するとともに、建

物・ライフライン等が機能不全に陥

り、社会活動等に支障を来すおそれ

がある。 

可燃性ガス貯蔵施設等が爆破され

た場合は、爆発及び火災により、住

民等に被害が発生するとともに、建

物・ライフライン等が機能不全に陥

り、社会活動等に支障を来すおそれ

がある。 

計画 P22 の「２ 緊急対処事態」の

表中「１ 危険物質を有する施設への

攻撃」の特徴の欄の記述との整合性

を図るため、文言を整理する。 
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３ 事前協議における東京都からの指摘（Ｈ１８.１１.３０）（Ｈ１８.１２.７）に基づく修正 

頁 行 編 章 項番 旧 新 理由 

2 表 1 1 3  

 

 

 

 
 
 
 

 災害対策基本法は、「甚大な」自然

災害のみを対象としているものでは

ないことから、削る。 

2 11 1 1 3 区国民保護計画では武力攻撃事態

等における特有の事項について定め

ており、この計画に定めのない事項

については、「墨田区危機管理基本計

画」及び「墨田区地域防災計画」の

定めの例により対応する。 

区国民保護計画では武力攻撃事態

等に係る    事項について定め

ており、この計画に定めのない事項

については、「墨田区危機管理基本計

画」及び「墨田区地域防災計画」の

定めの例により対応する。 

 国民保護計画には、自然災害への

対処と共通している内容も含まれて

いるため、文言を整理する。 

7 表 1 3 「 ■ 自 衛

隊」の表 

   都内を管轄する部隊名を明確にす

る。 

9 下 14 1 4 1(2) 本区は、南北に長く、東端は東墨

田三丁目、西端は両国一丁目両国橋

中央で、東西の長さは４．７７キロ

メートルである。また、南端は菊川

三丁目、北端は墨田五丁目隅田水門

で、南北の長さは６．１２キロメー

トルとなっている。 

本区は、南北に長く、南端は菊川

三丁目、北端は墨田五丁目隅田水門

で、南北の長さは６．１２キロメー

トルとなっている。また、東端は東

墨田三丁目、西端は両国一丁目両国

橋中央で、東西の長さは４．７７キ

ロメートルである。 

文言を整理する。 

  

海上自衛隊 
横須賀地方隊 
航空自衛隊 
航空総隊 

海上自衛隊 
横須賀地方総監部 
海上自衛隊 
防空指揮群 
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11 グ ラ

フ 

1 4 2                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 観測所：東京管区気象台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データの地点を明確にする。 

19 1 1 4 6 災害時の空路による避難・救出に

ついては多くは期待できないことか

ら、平素から隣接する他区との連携

体制の整備を図るほか、災害時臨時

離着陸場候補地となるヘリポートの

増設等についても検討する必要があ

る。 

災害時の空路による避難・救出に

ついては多くは期待できないことか

ら、平素から隣接する他区との連携

体制の整備を図るほか、災害時臨時

離着陸場候補地        の

確保等についても検討する必要があ

る。 

災害時専用のへリポートを設置す

るのではなく、災害時臨時離着陸場

の候補地の確保等を検討する趣旨で

あるため、文言を整理する。 

19 5 1 4 7 東京都は、木造住宅が密集する地

域で震災時に甚大な被害が想定され

る地域を    防災生活圏の    

東京都は、木造住宅が密集する地

域で震災時に甚大な被害が想定され

る地域について、防災生活圏を基本

文言を整理する。 

  

観測所：東京管区気象台 
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       整備区域に指定して

いる（２７地域、約６，５００ｈ

ａ）。 

的な単位として整備区域に指定して

いる（２７地域、約６，５００ｈ

ａ）。 

19 9 1 4 7 防災生活圏      の整備地域

（面積順上位３地域） 

防災都市づくり推進計画の整備地域

（面積順上位３地域） 

東京都が使用する名称に改める。 

20 下 2 1 5 1 表 ○ 荒川、隅田川等の河川沿いは、東

京湾を経由した着上陸が地形的に可

能と思われる。 

○ 荒川、隅田川等の河川沿いは、東

京湾を経由した 上陸が地形的に可

能と思われる。 

本文の内容から、文言を整理す

る。 

24 8 2 1 第 1.1 区の各部課室は、国民保護措置を

的確かつ迅速に実施するため、その

準備に係る業務を行う。 

区の各部  は、国民保護措置を

的確かつ迅速に実施するため、その

準備に係る業務を行う。 

課に係る記述がないため、文言を

整理する。 

32 下 12 2 1 第 2.4(1) 区は、区域内の指定公共機関等と

の緊密な連携を図るとともに、指定

公共機関等の連絡先、担当部署等に

ついて最新の情報を常に把握してお

く。 

区は、区内  の指定公共機関等と

の緊密な連携を図るとともに、指定

公共機関等の連絡先、担当部署等に

ついて最新の情報を常に把握してお

く。 

文言を整理する。 

33 2 2 1 第 2.4(4) また、区は、都及び関係機関と協

力し、区域内の事業所における武力

攻撃事態等の観点を交えた防災対策

への取組みに支援を行うよう努める

とともに、民間企業の有する広範な

人的・物的ネットワークとの連携の

確保を図る。 

   区は、都及び関係機関と協

力し、区内 の事業所における武力

攻撃事態等の観点を交えた防災対策

への取組みに支援を行うよう努める

とともに、民間企業の有する広範な

人的・物的ネットワークとの連携の

確保を図る。 

文言を整理する。 

37 6 2 1 第 4.2(5)ア 区は、警報の内容の伝達を行うこ

ととなる区域内に所在する多数の者

が利用又は居住する施設について、

都との役割分担も考慮して定める。 

区は、警報の内容の伝達を行うこ

ととなる区内 に所在する多数の者

が利用又は居住する施設について、

都との役割分担も考慮して定める。 

文言を整理する。 
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38 2 2 1 第 4.3(3) 区は、以下の都との役割分担によ

り安否情報の収集を円滑に行うた

め、医療機関、諸学校、大規模事業

所など安否情報を保有し、収集に協

力を求める可能性のある関係機関に

ついて、既存の統計資料等に基づい

てあらかじめ把握する。 

区は、以下の都との役割分担によ

り安否情報の収集を円滑に行うた

め、医療機関、警察署、消防署    
 など安否情報を保有し、収集に協

力を求める可能性のある関係機関に

ついて、既存の統計資料等に基づい

てあらかじめ把握する。 

負傷者及び死亡者の安否確認をす

るに当たっての情報量等を考慮し、

記載する機関名を改める。 

38 下 13 2 1 第 4.3(3) 区域内の医療機関、警察署、消防

署、大規模事業所、諸学校等 
区内 の医療機関、警察署、消防

署、大規模事業所、諸学校等 
文言を整理する。 

48 下 5 2 2 6(1) 区は、その区域内に所在する生活

関連等施設(*)について、都を通じて

把握するとともに、都との連絡態勢

を整備する。 

区は、区内   に所在する生活

関連等施設(*)について、都を通じて

把握するとともに、都との連絡態勢

を整備する。 

文言を整理する。 

55 図 3 1 1(1)ア  

 

 文言を整理する。 

58 

 

5 3 2 1 １ 区対策本部の役割 
                  
                    

１ 区対策本部の役割 
  区対策本部の主な役割は、次の

とおりである。 

区対策本部の役割の表について、

説明を追記する。 

消防機関 消防   
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58 表 3 2 1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民保護法上の表現に改める。 

59 下 12 3 2 2(1)① ○ 態勢：武力攻撃災害の発生を防

御するための措置を強化し、救助

その他災害の拡大を防止するため

の措置に必要な準備を開始するほ

か、通信情報活動を主とする態勢

とする。 

○ 態勢：武力攻撃災害の発生を防

御するための措置を強化し、救援

その他災害の拡大を防止するため

の措置に必要な準備を開始するほ

か、通信情報活動を主とする態勢

とする。 

誤植のため、修正する。 

59 下 5 3 2 2(1)② ○ 態勢：第１非常配備態勢の強化

と局地      災害に対処で

きる態勢とする。 

○ 態勢：第１非常配備態勢の強化

と局地的な武力攻撃災害に対処で

きる態勢とする。 

 文言を整理する。 

60 2 3 2 2(1)③ 
○ 態勢：区対策本部が全力をもっ

て災害救護業務に対処する態勢と

する。 

○ 態勢：区対策本部が全力をもっ

て国民保護措置に対処する態勢と

する。 

文言を整理する。 

60 5 3 2 2(1)④ 
○ 区長は、    災害の状況そ

の他により必要があると認めたと

○ 区長は、武力攻撃災害の状況そ

の他により必要があると認めたと

文言を整理する。 

警報    ・避難 

指示の伝達 

警報の内容・避難の

指示の伝達 

● 警報の   伝達 
  都知事から警報の    伝達
を受けたときは、直ちにその内容
（武力攻撃事態等の現状及び予測
など）を区民等に伝達する。 

● 避難 指示の伝達 

● 警報の内容の伝達 
  都知事からの警報の内容の通知
を受けたときは、直ちにその内容
（武力攻撃事態等の現状及び予測
など）を区民等に伝達する。 

● 避難の指示の伝達 

● 退避の指示 
  武力攻撃災害が発生し、又は発
生するおそれがあり、緊急の必要
があるときは、都知事からの避難 
指示が出される前であっても、退
避を区民等に指示する。 

● 警戒区域の設定 
武力攻撃災害が発生し、又はま

さに発生しようとしている場合
で、緊急の必要があるときは      
    、立入り制限・禁止、退
去命令の措置を講ずる。 

 

● 退避の指示 
  武力攻撃災害が発生し、又は発
生するおそれがあり、緊急の必要
があるときは、都知事からの避難
の指示が出される前であっても、
退避を区民等に指示する。 

● 警戒区域の設定 
武力攻撃災害が発生し、又はま

さに発生しようとしている場合
で、緊急の必要があるときは、警
戒区域を設定して、立入り制限・
禁止、退去命令の措置を講ずる。 
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きは、区対策本部の特定の部・隊

に対してのみ非常配備態勢の指令

を発し、又は各部に対して種別の

異なる指令をすることができる。 

きは、区対策本部の特定の部・隊

に対してのみ非常配備態勢の指令

を発し、又は各部に対して種別の

異なる指令をすることができる。 

60 下 6 3 2 2(2) また、区の区域外への避難が必要

で、区の区域内に区対策本部を設置

することができない場合には、都と

区対策本部の設置場所について協議

を行う。 

また、区外   への避難が必要

で、区内   に区対策本部を設置

することができない場合には、都と

区対策本部の設置場所について協議

を行う。 

文言を整理する。 

62 表 3 2 2(4)表 

「企画情報

班」の「分

掌事務」の

欄 

４ 警報、緊急通報及び避難 指示

の伝達及び通知に関すること。  
４ 警報、緊急通報及び避難の指示

の伝達及び通知に関すること。 
国民保護法上の表現に改める。 

65 表 3 2 2(4)表 

「環境保全

隊第 1 班」

の「分掌事

務」の欄 

１ 部内各隊の救護活動の支援に関

すること。 

１ 部内各隊の  活動 支援に関

すること。 

 誤植のため、修正する。 

65 表 3 2 2(4)表 

「環境保全

隊第 2 班」

の「分掌事

務」の欄 

１ 部内各隊の救護活動の支援に関

すること。 

１ 部内各隊の  活動 支援に関

すること。 

 誤植のため、修正する。 
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67 表 3 2 2(4)表 

「管理隊本

部連絡班」

の「分掌事

務」の欄 

２ 都、日赤    ・医師会等、

その他関係機関との連絡に関する

こと。 

２ 都、日本赤十字社・医師会等、

その他関係機関との連絡に関する

こと。 

正式名称に修正する。 

68 表 3 2 2(4)表 

「第 2 建築

隊第 1 班」

の「分掌事

務」の欄 

１ 応急仮設住宅 の設置及び管理

の計画に関すること。 
２ 応急仮設住宅 の設営及び管理

に関すること。 

１ 応急仮設住宅等の設置及び管理

の計画に関すること。 
２ 応急仮設住宅等の設営及び管理

に関すること。 

長期避難住宅に係る事務を含むた

め、文言を整理する。 

68 表 3 2 2(4)表 

「第 2 建築

隊第 2 班」

の「分掌事

務」の欄 

１ 応急仮設住宅 の設置及び管理

の計画に関すること。 
２ 応急仮設住宅 の設営及び管理

に関すること。 

１ 応急仮設住宅等の設置及び管理

の計画に関すること。 
２ 応急仮設住宅等の設営及び管理

に関すること。 

長期避難住宅に係る事務を含むた

め、文言を整理する。 

69 表 3 2 2(4)表 

「営繕隊第 1

班」の「分

掌事務」の

欄 

５ 応急仮設住宅 の設計と発注に

関すること。 
 

５ 応急仮設住宅等の設計と発注に

関すること。 
 

長期避難住宅に係る事務を含むた

め、文言を整理する。 

69 表 3 2 2(4)表 

「営繕隊第 2

班」の「分

掌事務」の

欄 

５ 応急仮設住宅 の設計と発注に

関すること。 
 

５ 応急仮設住宅等の設計と発注に

関すること。 
 

長期避難住宅に係る事務を含むた

め、文言を整理する。 

70 表 3 2 2(4)表 

「学校施設

隊第 2 班～

２ 避難収容施設運営への協力に関

すること。 
 

２ 避難所   運営への協力に関

すること。 
 

文言を整理する。 
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第 40 班」の

「 分 掌 事

務」の欄 

70 表 3 2 2(4)表 

「学校施設

隊第 41 班～

第 47 班」の

「 分 掌 事

務」の欄 

２ 避難収容施設運営への協力に関

すること。 
 

２ 避難所   運営への協力に関

すること。 
 

文言を整理する。 

72 16 3 2 2(6) 区長は、被災現地における国民保

護措置の的確かつ迅速な実施並びに

国、都等の対策本部との連絡及び調

整等のため現地における対策が必要

であると認めるときは、 対策本部

の事務の一部を行うため、現地対策

本部を設置する。 

区長は、被災現地における国民保

護措置の的確かつ迅速な実施並びに

国、都等の対策本部との連絡及び調

整等のため現地における対策が必要

であると認めるときは、区対策本部

の事務の一部を行うため、現地対策

本部を設置する。 

脱字のため、修正する。 

87 12 3 5 第 2.3(8) 区は、原則、区域内に所在する避

難場所及び避難所を運営する。 

 区は、原則、区内 に所在する避

難場所及び避難所を運営する。 

文言を整理する。 

88 脚注 3 5 第 2.3(13) (**) 運送事業者である指定公共機

関、指定地方公共機関は、武力攻撃

事態等において、それぞれの国民保

護業務計画に定めるところにより、

旅客    の運送を確保するために必

要な措置を講ずるものとされてい

る。 

(**) 運送事業者である指定公共機

関、指定地方公共機関は、武力攻撃

事態等において、それぞれの国民保

護業務計画に定めるところにより、

避難住民の運送を確保するために必

要な措置を講ずるものとされてい

る。 

適切な表現に改める。 

96 下 6 3 6 4(1)ア(ア) 区は、当該区域内が避難先地域と

なった場合、都との調整に基づき、

避難先地域内に避難所を開設する

 区は、区内   が避難先地域と

なった場合、都との調整に基づき、

避難先地域内に避難所を開設する

文言を整理する。 
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（都があらかじめ指定する大規模な

施設を避難所とする場合は都が開

設）。 

（都があらかじめ指定する大規模な

施設を避難所とする場合は都が開

設）。 
98 下 8 3 6 4(1)イ (ア )

③ 

③ 応急仮設住宅の管理 
        応急仮設住宅

の管理は、原則として都が都営住

宅の管理に準じて行い、入居者管

理等は区が行う。 

(イ)        管理 
長期避難住宅及び応急仮設住宅

の管理は、原則として都が都営住

宅の管理に準じて行い、入居者管

理等は区が行う 

長期避難住宅も含まれるため、文

言を整理する。 

102 14 3 6 4(5)ウ(イ) 区は、身元不明遺体の遺骨を、遺

留品とともに遺骨遺留品保管所に保

管し、別に定める期間内に引取品の

判明しない場合は身元不明者扱いと

して、都営納骨堂その他別に定める

場所に移管する。 

区は、身元不明遺体の遺骨を、遺

留品とともに遺骨遺留品保管所に保

管し、別に定める期間内に引取人の

判明しない場合は身元不明者扱いと

して、都営納骨堂その他別に定める

場所に移管する。 

誤植のため、修正する。 

105 下 15 3 7 1(1) ・区…区管理の避難施設、区の施設

(学校等)、区域内の医療機関、警察

署、消防署、大規模事業所、諸学校

等 

・区…区管理の避難施設、区の施設

(学校等)、区内 の医療機関、警察

署、消防署、大規模事業所、諸学校

等 

文言を整理する。 

107 1 3 7 3(3)イ 区は、照会に係る者の同意がある

とき又は公益上特に必要があると認

めるときは、照会をしようとする者

が必要とする安否情報に応じ、必要

と考えられる安否情報項目を安否情

報省令に定める様式第５号により回

答する。 

区は、照会に係る者の同意がある

とき又は公益上特に必要があると認

めるときは、照会者         
が必要とする安否情報に応じ、必要

と考えられる安否情報項目を安否情

報省令に定める様式第５号により回

答する。 

3(1)イにおいて略称規定を置いて

いるため、文言を整理する。 

133 12 5 1  平素及びテロ等の発生時に、区が

管理する施設、大規模集客施設等の

管理者（以下「施設管理者」とい

平素及びテロ等の発生時に、区が

管理する施設、大規模集客施設等の

管理者（以下「施設管理者」とい

文言を整理する。 
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う。）、当該区を管轄する警察・消

防・自衛隊等関係機関（以下「警

察・消防・自衛隊等関係機関」とい

う。）等が連携協力して対処する体制

を構築する。 

う。）、  区を管轄する警察・消

防・自衛隊等関係機関（以下「警

察・消防・自衛隊等関係機関」とい

う。）等が連携協力して対処する体制

を構築する。 

138 6 5 3 3(2) ・当該区を管轄する警察、消防、医

療機関、自衛隊など、現地において

活動している機関 

・    区を管轄する警察、消防、医

療機関、自衛隊など、現地において

活動している機関 

文言を整理する。 

138 下 4 5 3 3(3)エ 区は、都及び警察・消防・自衛隊

等関係機関と連携し、住民等（必要

に応じて当該区に所在する本社ビ

ル、大規模集客施設、医療機関等を

含む。）に対して警戒区域の周知を図

る。 

区は、都及び警察・消防・自衛隊

等関係機関と連携し、住民等（必要

に応じて  区に所在する本社ビ

ル、大規模集客施設、医療機関等を

含む。）に対して警戒区域の周知を図

る。 

文言を整理する。 

 
 
４ 区事務局による修正 

頁 行 編 章 項番 旧 新 理由 

3 下 7 1 2 (5) また、区は、東京消防庁（消防

署）とともに、消防団及び自主防災

組織の充実・活性化、ボランティア

への支援に努める。 

また、区は、東京消防庁（消防

署）とともに、消防団及び住民防災

組織の充実・活性化、ボランティア

への支援に努める。 

誤植のため、修正する。 

5 図 1 3  区（対策本部） 
 
 
 

区（対策本部） 
 
 
 

国民保護法上の表現に改める。 
 

●警報の   伝達（サイレ

ン等を使用） 

 

●警報の内容の伝達（サイレ

ン等を使用） 
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6 表 1 3 「■区の事

務」の表 

５ 警報の   伝達、避難実施要

領の策定、避難住民の誘導、関係

機関の調整その他の住民の避難に

関する措置の実施 

５ 警報の内容の伝達、避難実施要

領の策定、避難住民の誘導、関係

機関の調整その他の住民の避難に

関する措置の実施 

 国民保護法上の表現に改める。 

19 下 2 1 4 9 特に、消防団には警報の   伝

達、避難住民の誘導など大きな役割

を担うことが期待されることから、

東京消防庁（消防署）との連携体制

を構築しておく必要がある。 

特に、消防団には警報の内容の伝

達、避難住民の誘導など大きな役割

を担うことが期待されることから、

東京消防庁（消防署）との連携体制

を構築しておく必要がある。 

 国民保護法上の表現に改める。 

36 10 2 1 第 4.2 ２ 警報   等の伝達に必要な準備 ２ 警報の内容等の伝達に必要な準備  国民保護法上の表現に改める。 

36 11 2 1 第 4.2(1) (1) 警報の   伝達体制の整備 (1) 警報の内容の伝達体制の整備 国民保護法上の表現に改める。 

36 下 12 2 1 第 4.2(1)ウ  警報の   伝達に当たっては、

広報車の使用、住民防災組織による

伝達、携帯電話・パソコンへのメー

ル配信、ケーブルテレビの活用、ホ

ームページの活用などの防災行政無

線による伝達以外の効果的な方法も

検討するものとする。 

 警報の内容の伝達に当たっては、

広報車の使用、住民防災組織による

伝達、携帯電話・パソコンへのメー

ル配信、ケーブルテレビの活用、ホ

ームページの活用などの防災行政無

線による伝達以外の効果的な方法も

検討するものとする。 

 国民保護法上の表現に改める。 

37 5 2 1 第 4.2(5) (5) 大規模集客施設等に対する警報

の   伝達のための準備 

(5) 大規模集客施設等に対する警報

の内容の伝達のための準備 

国民保護法上の表現に改める。 

80 2 3 5 第 1 第１ 警報の   伝達等 第１ 警報の内容の伝達等  国民保護法上の表現に改める。 

80 3 3 5 第 1 区は、武力攻撃事態等において、

住民の生命、身体及び財産を保護す

るため、警報の内容の迅速かつ的確

な伝達及び通知を行うことが極めて

区は、武力攻撃事態等において、

住民の生命、身体及び財産を保護す

るため、警報の内容の迅速かつ的確

な伝達及び通知を行うことが極めて

 国民保護法上の表現に改める。 
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重要であることから、警報の     
伝達及び通知等に必要な事項につい

て、以下のとおり定める。 

重要であることから、警報の内容の

伝達及び通知等に必要な事項につい

て、以下のとおり定める。 
80 10 3 5 第 1.1(1)ア 警報の   伝達に当たっては、警

察、消防等関係機関の協力を得るも

のとする。 

警報の内容の伝達に当たっては、警

察、消防等関係機関の協力を得るも

のとする。 

 国民保護法上の表現に改める。 

81 2 3 5 第 1.2(1) (1) 警報の伝達方法 (1)     伝達方法 文章を整理する。 

82 1 3 5 第 1.2(4) 警報の解除の伝達については、警

報の   伝達と同様に行う。ただ

し、原則として、サイレンは使用し

ない。 

警報の解除の伝達については、警

報の内容の伝達と同様に行う。ただ

し、原則として、サイレンは使用し

ない。 

国民保護法上の表現に改める。 

82 4 3 5 第 1.3 緊急通報の区民や関係機関への伝

達・通知方法については、原則とし

て警報の   伝達・通知方法と同

様とする。 

緊急通報の区民や関係機関への伝

達・通知方法については、原則とし

て警報の内容の伝達・通知方法と同

様とする。 

 国民保護法上の表現に改める 
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１８墨地危安第   号 
平成１８年１２月  日 

 
墨田区長 

  山 﨑   昇 様 
 

墨田区国民保護協議会会長 
                     山 﨑   昇 
 
 

墨田区国民保護計画（案）について（答申） 
 
 
 平成１８年４月１日付け１８墨地危安第１号で諮問のあった

墨田区国民保護計画の作成について、別添のとおり答申します。 
 
 
 

（案） 

 


